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1．は じ め に
大正製薬は「リポビタン夏活！キャンペーン」：今年は70，000名様に素敵な
賞品をプレゼント［キャンペーン期間2014年7月1日㈫から8月31日㈰］を
実施している。これはキャンペーンの対象商品についている応募シールを希望
商品の枚数分集めて送ると，シール60枚コースの場合には抽選で300名に
シャープ「40V型ハイビジョン液晶テレビアクオス」が，30枚コースの場合
には抽選で300名にソニー・コンピュータエンタテインメントの「プレイステ
ーション4」ジェット・ブラックが，20枚コースの場合には抽選で300名に
ダイソン「DC61モーターヘッド」が当たるという，コンテストという手法の
消費者向け販売促進である。
キリンビバレッジは2014年11月7日㈮応募締切で「ドリームティーパー
ティーキャンペーン」を実施している。これは，キャンペーンの対象商品に付
いているバーコードを集めて送ると，抽選で東京ディズニーリゾートパークチ
ケットまたはティータイムグッズが当たるという，コンテストという手法の消
費者向け販売促進である。
小売店を訪れてみると，買物客の目に止まりやすい場所に各種広告主企業が
展開している販売促進を告知するための印刷物が置かれており，販売促進に関
心を持っている人は，自由にそれを持ち帰り，改めて内容を詳しく調べてみる
ことができるようになっている。販売促進の告知は雑誌や新聞を通じて行われ
てみたり，インターネットを通じて，またときによってはテレビを通じて行わ
れることもある。このように，最終消費者を対象として実施される販売促進は
本来的にとても人の目に付きやすいという性格を持っているわけであるが，実
際のところ，十分に多くの消費者から反応を引き出すことができるようにする
ためには，視認性（visibility）という要件を満たしてやるようにすることが大
切となってくるわけで，この視認性という要件が消費者向け販売促進の成功の
カギとなってくる。これとは対照的に，流通業者を対象として実施される販売
促進が一般消費者の目に止まるというようなことは，消費者向け販売促進と比
較するとずっと少なく，それだけに，流通業者を対象としてどのような販売促
進が展開されているかということを知っている人は少ないというのが実際のと
ころである。流通業者向け販売促進を展開しようとする際に主要メディアが利
用されることは，たとえあったとしても，極めてまれで，それだけに，流通業
者向け販売促進が最終消費者の目に止まることはほとんどない。にもかかわら
ず，各種タイプの流通業者向け販売促進に投入される予算の規模は膨大な額に
のぼり，その額は増大を続けているというのが実際のところである。1）
アメリカにおいては，1980年代に入るとマーケティング・プログラムにお
いて販売促進が占める重要性が急速に増大し始めるようになる。消費者用品を
生産・販売している平均的な広告主についてみると，それまでは通常，プロモ
ーション予算のうちの70パーセント近くを広告に投入するというやり方を採
用していたわけであるが，1981年になると，プロモーション予算のうち広告
に投入される予算の占める比率は43パーセントにまで低下し，1992年になる
とさらに27パーセントにまで減少することになる。同時期，消費者用品を生
産・販売しているマーケターのプロモーション予算をみてみると，各種販売促
進策に投入される予算の占める比率は，これまでは30パーセントを下回って
いたものが，70パーセントを上回るようになってゆく。Leo Burnett USAに
とって H. J. Heinzは重要な取引先広告主の1つとなっていたわけであるが，
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Heinzはそれまで広告に投入していた1億3千万ドルを超える予算を4千万ド
ル近くにまで削減し，マーケティング予算の多くをクーポン提供や流通業者向
け販売促進，さらには価格ディールに配分するという意思決定を行うようにな
るに至り，それまで36年間続いていた両社の関係は1994年に終わりを告げる
ことになる。しかし，Heinzはそのうち，利用可能なプロモーション予算をもっ
と消費者向け広告に振り向けるようにする必要があるということを感じ始める
ようになり，Heinzと Leo Burnettの関係は1998年に修復されるようになる。
これは，流通段階，特に小売店段階において自社ブランドの売上高を確保する
となると，ブランドの好ましいイメージが醸成されていることが大切となって
き，ブランドに対する消費者の好ましいイメージを醸成するためには，どうし
ても一定水準以上の広告活動の展開ということが必要となってくるということ
を Heinzが改めて強く認識するようになったからにほかならない。それでは，
Heinzが広告に投入する予算の規模が反転して過去の水準にまで完全に回復す
ることになったかというと決してそうではない。2）
アメリカにおいては総マーケティング費や総プロモーション費において広告
費や消費者向け販売促進費，さらにはまた流通業者向け販売促進費がどのくら
いの比率を占めているのであろうか。Kotlerと Armstrongによると，今日，消
費者用パッケージ商品を扱う企業の多くで，販売促進費は全マーケティング支
出の75パーセント以上を占めている。広告費の伸びは年率7．6パーセントに
留まっているのに対して，販売促進費は年率12パーセントの割合で伸びてい
る。3）今日，平均的な消費者用パッケージ商品のメーカーでは，全マーケティン
グ予算に占める販売促進予算の比率は60パーセントとなっている。4）メーカー
が最終消費者を対象とした販売促進に投入している費用（21パーセント）よ
りも小売業者や卸売業者を対象とした販売促進に投入している費用（79パー
セント）の方が多くなっている。5）Parenteは，全販売促進費のうちの3分の2
以上が流通業者向け販売促進に投入されており，流通業者向け販売促進に投入
される費用は，販売促進費と広告費をすべて合わせた費用のうちの半分を占め
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るまでになっているという説明の仕方をするとともに，6）別のところでは，全マ
ーケティング費のうちの約45パーセントは流通業者向け販売促進に振り向け
られているという記述の仕方をしている。7）さらにまた Schultzと Barnsは，
PROMO誌の数字を引き合いに出して，製造業者のマーケティング費のうちの
50パーセントは流通業者向け販売促進に，24パーセントは消費者向け販売促
進に，そして26パーセントは消費者を対象とした広告に使われていると説明
している。8）こうした記述の仕方についてはそのどれをとってみても，たとえば
「全マーケティング支出」であるとか「全マーケティング予算」，さらにはまた
「マーケティング・コミュニケーション」が，あるいはまた「プロモーション」
が具体的にはどのようなものから構成されているのかということが判然とせ
ず，曖昧さを感ぜざるを得ないわけであるが，確かにいえることは，アメリカ
の消費者用パッケージ商品を生産・販売している企業の間では，マーケティン
グ費やプロモーション費に占める広告費の比率が低下し，販売促進費の占める
比率が増大してきているということ，そして，販売促進費の内訳をみると，消
費者向け販売促進費の占める比率と比較して流通業者向け販売促進費の占める
比率が相当程度高くなってきているという理解の仕方をしてみることができる
ということである。本稿においてはそうした，アメリカのマーケティングにお
いて，統合型マーケティング・コミュニケーションにおいて，あるいはまたプ
ロモーションにおいて重要な位置を占めるようになってきている流通業者向け
販売促進の動きについて詳しくみてみることにする。
2．流通業者向け販売促進の特質
Clowと Baackによると，「流通業者向け販売促進（trade promotion）」とは，
製造業者や流通チャネルのそのほかのメンバーが，自社が取り扱っている商品
を小売業者が仕入れ，販売してくれるように，彼らをプッシュするために使わ
れる金銭（コスト）あるいはインセンティブ（誘因）をいう。流通業者向け販
売促進はこれを，流通チャネルのメンバーが流通チャネルのほかのメンバーを
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刺激付けして，彼らが「再販売するために商品を購入してくれるようにする」
ことを狙って使うインセンティブというふうにとらえてみると最も分かりやす
い。言葉を換えていうならば，流通業者向け販売促進は，小売業者やディスト
リビュータ，卸売業者，ブローカー，あるいは代理商を対象として実施される
ことになる。製造業者は流通チャネルのメンバーに積極的に働き掛け，彼らが
商品を仕入れ，販売してくれるようにするため，流通業者向け販売促進を実施
してみることができる。卸売業者やディストリビュータ，ブローカー，さらに
は代理商は，最終消費者に対する再販売を目的として小売業者が商品を積極的
に仕入れてくれるように働き掛けを行うため，流通業者向け販売促進を利用し
てみることができる。9）
これに対して Tellisは次のように説明している。「流通業者向け販売促進
（trade promotion）」とは，製造業者がディーラーを対象として実施する販売促
進をいう。「ディーラー（dealer）」とは，卸売業者やディストリビュータ，さ
らには小売業者をいうわけであるが，流通業者向け販売促進は，実際には，小
売業者を対象として実施されることが多くなっている。それは，流通チャネル
の最終段階に位置しているのが小売業者で，製造業者は小売業者を通じてし
か，流通業者向け販売促進の消費者への還元ということを実現することはでき
ないからである。加えてまた，製造業者から直接商品の仕入を行う大規模小売
チェーンが急速にその力を伸ばしてきており，流通業者向け販売促進において
は，製造業者と小売業者の関係がますます重要な意味を持つようになってきて
いる。話を簡単にするためには，製造業者対小売業者という文脈のなかで流通
業者向け販売促進を説明すると分かりやすいかもしれない。しかし，ここで頭
に入れておいてもらいたい点は，流通チャネルは複数の機関（当事者）によっ
て構成されることになるわけで，製造業者が卸売業者を対象として行う販売促
進や卸売業者が小売業者を対象として行う販売促進も，われわれは流通業者向
け販売促進という言葉でよんでみることができるということである。10）
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2－1 流通業者向け販売促進の狙い
消費者向け販売促進と同じように，流通業者を対象とした販売促進プログラ
ムを実施しようとする際にも，マーケターは明確な目標ならびに測定可能なゴ
ールを設定しておくようにすることが大切となってくるわけであるが，加えて
また，流通業者向け販売促進を通じてマーケターが達成したいと願っているこ
とは何かということを十分に頭に入れておくようにすることが肝心である。
Belchと Belchは，卸売業者や小売業者などのマーケティング媒介者を対象と
した販売促進の典型的な目標として，新製品を取り扱ってくれる流通チャネル
を確保するとともに，それら流通チャネルが新製品の販売を背後から積極的に
支援してくれるようにする，流通チャネルのメンバーが既存ブランドの販売を
引き続き積極的に支援してくれるようにする，小売業者に働き掛けて彼らが既
存ブランドを棚にたくさん並べてくれるようにする，さらにはまた，小売店段
階におけるブランドの在庫量を増大させる，といった目標をあげている。ここ
では次に，こうした，流通業者向け販売促進の目標に関する Belchと Belchの
考え方を，もっと詳しく紹介しておくことにする。11）
⑴ 新製品を販売するための流通チャネルの確保
流通業者向け販売促進は，新製品のための棚のスペースを提供してもらえる
ように小売業者を刺激付けするために実施されることが多い。製造業者はスー
パーマーケットやドラッグストア，さらにはそのほかの主要な小売業者に目を
向けてみると，実際に利用可能な棚のスペースは極めて限られているというこ
とを十分に認識している。それだけに，製造業者としては，小売業者に新製品
を取り扱ってもらおうと思うならば，彼らに対して金銭的なインセンティブを
提供してやることが必要となってくるのである。たとえば，Lever Brothersで
は，固形石鹸の Lever2000の市場導入に際して大々的な見本提供を実施する
とともに，額面価値の高いクーポンを配布するというやり方を採用し，大きな
成果を収めている。しかしながら，こうした消費者向け販売促進に加えて，同
132 松山大学論集 第26巻 第6号
社は小売業者が新ブランドを仕入れ，それを積極的に推奨・販売してくれるよ
うにするため，流通業者を対象としたディスカウント策も実施している。
マーケターは小売業者や卸売業者に働き掛けて，新製品を仕入れてもらうた
めの手段として流通業者向けディスカウントあるいはそのほかのタイプの特別
の価格割引ディールを利用してみることができるわけであるが，マーケターは
小売業者や卸売業者が自社ブランドを積極的に「プッシュ」してくれるように
するための手段として，上とはまた異なる販売促進策を利用してみることがで
きる。マーケターは小売業者が所定の店舗内におけるトラフィック（人の流れ）
の最も多いセクション（コーナー）に自社ブランドをディスプレイしてくれる
ようにするためにマーチャンダイジング・アローワンスを利用してみることが
できるし，卸売業者あるいは小売業者の従業員に働き掛けて，彼らが新製品を
顧客に推奨・販売してくれるようにするための手段として，インセンティブ・
プログラムあるいはコンテストを実施してみることが可能である。
⑵ 既存ブランドに対する流通業者の背後からの支援を引き続き確保する
流通業者向け販売促進は流通チャネル段階における既存ブランドの取扱店率
を引き続き維持するとともに，既存ブランドに対する流通業者の背後からの支
援を引き続き確保するために実施されることが多い。プロダクト・ライフ・サ
イクルの成熟段階にあるブランドは，特に競争他社ブランドと比較してみた場
合の差別的特性が認められない場合であるとか，新製品との競争に直面してい
た場合には，卸売段階ならびに小売段階（もしくは，卸売段階あるいは小売段
階）における商品の取扱店率が減少してしまう場合がよくある。卸売業者や小
売業者に働き掛け，市場での地位が弱くなってしまった商品（売れ行きが芳し
くなくなってしまった商品）を彼らが引き続き取り扱ってくれるようにするた
めの手段として流通業者向けディールが実施されることがしばしばある。とい
うのは，市場における地位の弱い商品であったとしても，価格割引が提供され
ていれば，その分だけ利益率を増大させることができるようになるからであ
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る。マーケット・シェアの低いブランドの場合には流通業者向け販売促進に対
するウエイトが高くなることが多い。その理由は，媒体を用いた広告を流すこ
とによって競争ブランドとの差別化を図ろうと思っても，それを行うために必
要となってくる資金を確保することがマーケット・シェアの低いブランドの場
合には難しいからである。
ブランドのマーケット・シェアが十分に高い場合でも，総合的なマーケティ
ング戦略の一環として流通業者向け販売促進が実施されることがある。たとえ
ば，H. J. Heinz Co.では，自社の多くのブランドについて，そのマーケット・
シェアを引き続き維持するため，流通業者向け販売促進に高いウエイトを置い
ている。消費者用パッケージ商品を生産・販売している企業の多くは，小売業
者段階における自社商品の取扱店率を引き続き維持するとともに，小売業者か
らの積極的な支援を勝ち取ることができるようにするため，流通業者向け販売
促進に力を入れている。
⑶ 小売業者を刺激付けし，既存ブランドを店頭にディスプレイしてもら
い，販売してもらう
流通業者向け販売促進のもう1つの目標としては，小売業者に働き掛けて既
存ブランドを店頭にディスプレイしてもらい，販売してもらうという目標をあ
げてみることができる。マーケターは，商品購入意思決定の多くは小売店の店
内において行われ，それだけに，販売促進型の特別のディスプレイを行ってや
るようにすると，ブランドの売上高の増進に極めて高い効果を期待することが
できるようになるということを経験的によく知っている。流通業者向け販売促
進のゴールのなかでも特に重要となってくるゴールが，それぞれの小売店が
個々の商品のために用意している通常の陳列棚とはまた異なる場所に設けてい
る商品ディスプレイ空間を獲得するというゴールである。アメリカの典型的な
スーパーマーケットについてみると，個々の陳列棚のエンド（一番端の部分），
レジ（チェックアウト・カウンター）のそば，ならびに，店内のそのほかの場
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所を含めて，合計約50箇所にそうしたディスプレイ・エリアを設けている。
マーケターはこうしたディスプレイ・エリアに自社商品を陳列してもらえるよ
うになることを願っている。というのは，そうした場所に商品を陳列してもら
えるようになれば，買物客に自社商品を見てもらえるようになるチャンスが高
まるからである。そうしたディスプレイ・エリアを1つ確保できただけでも，
販売促進の期間中にブランドの売上高を大幅に増大させることができるように
なる場合が多いのである。
⑷ 小売業者段階における商品の在庫量を増大させる
製造業者は小売業者あるいは流通チャネルのそのほかのメンバーの商品在庫
水準を増大させるために流通業者向け販売促進を実施することがしばしばあ
る。小売業者段階における自社商品の在庫水準を増大させるための流通業者向
け販売促進を製造業者が実施する理由としてはいくつかのものをあげてみるこ
とができる。まず第1に，卸売業者や小売業者が自社の倉庫ないしはバック・
ヤードにストックしきれない程の在庫を抱えていた場合には，この商品を積極
的に販売してくれるようになる可能性が高くなる。加えてまた，卸売業者段階
や小売業者段階における商品の在庫量を増大させることができるようになれ
ば，卸売業者や小売業者で商品の品切れ状態が生まれるようなことはなくなる
し，したがって，卸売業者や小売業者は商品販売の機会を確実にものにするこ
とができるようになる。
製造業者のなかには季節性の強い商品を製造・販売しているところもあるわ
けであるが，そうした製造業者の場合には，販売シーズンに突入するまでに小
売業者が商品を仕入れてくれるようにするには，彼らに対して大幅なディスカ
ウントを提供してやるようにすることが重要であるという考えを持っているこ
とが分かる。販売シーズンに突入するまでに小売業者が商品を仕入れてくれる
ようになれば，製造業者は月別の商品生産量のばらつきを小さくすることがで
きるようになり，在庫維持費の一部を小売業者あるいは卸売業者に還元するこ
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とが可能となる。さらにまた，本格的な販売シーズンに突入するまでに小売業
者が過剰な商品在庫を抱えてしまった場合には，小売業者はそれを解消するた
めに，消費者を対象とした特別の販売促進やディスカウントを実施することが
しばしばある。
以上みてきたように，Belchと Belchは流通業者向け販売促進の目標を大き
く4つにまとめて説明しているわけであるが，Clowと Baackは，製造業者か
らみた場合の流通業者向け販売促進の主要な目標として，次のような9つの目
標をあげている。12）
1．新製品市場導入の初動段階における流通チャネルの確保
2．小売店にとって最も重要な棚のスペース，あるいは，小売店にとって
最も重要な床のスペースの獲得
3．既存ブランドに対する背後からの支援
4．競争企業がとってくる活動に対する対応
5．発注規模の増大化
6．小売業者段階における商品在庫の増大化
7．製造業者段階における商品の過剰な在庫の縮小化
8．チャネル・メンバーとの間の良好なリレーションシップの構築
9．IMCプログラムの効果の増大化
加えてまた，Shimpは，製造業者は次に示すようなさまざまな目標を達成す
るために流通業者向け販売促進を実施してみることができるとしている。13）
1．新製品あるいは改良が加えられた商品を市場導入する
2．新しいパッケージあるいは新しいサイズの商品の取扱店率を増大させ
る
3．小売業者段階における商品の在庫量を増大させる
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4．小売店の棚のスペースにおける自社商品のシェアを維持する，あるい
は増大させる
5．通常の棚の位置以外の場所にディスプレイを設置してもらえるように
する
6．過剰な商品在庫を減少させ，商品の回転率を高める
7．小売業者が流す広告において自社商品の特質を紹介してもらえるよう
にする
8．競争企業の活動に対抗する
9．最終消費者に対する商品の販売量を可能なかぎり増大させる
図表1は，流通業者向け販売促進の目標に関する Tellisの考え方を紹介して
みたものである。14）
商品の流通量の増大化
■新ブランドを取り扱ってくれる流通業者を増やす，あるいは，新ブランドをディスプ
レイしてもらうための棚のスペースを増大させる。
■既存ブランドの取扱店率を増大させる，あるいは，既存ブランドの棚のスペースを増
大させる。
商品在庫量のコントロール
■品切れになることを避けるために，小売業者段階における商品の在庫量を増大させ
る。新製品の市場導入が考えられている場合や，消費者向け販売促進が実施されるこ
とになっている場合には特にこれが重要となってくる。
■商品の在庫を維持しておくために必要となってくる費用を製造業者から小売業者に転
嫁させる。
■小売業者段階における商品の在庫量を増大させることによって，競争企業が実施する
販売促進に対して小売業者が反応しないようにする。
小売業者が実施する販売促進の刺激付け
■小売業者が商品の小売価格を引き下げてくれるよう刺激付けする。
■小売業者が実施する広告活動を刺激付けする。
■小売業者が行う店内ディスプレイを刺激付けする。
■小売業者が実施するそのほか各種の販売促進を刺激付けする。
図表1 Tellis の考える流通業者向け販売促進の目標
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3．流通業者向け販売促進のタイプ
製造業者は卸売業者や小売業者を刺激付けするための誘因策として各種各様
の流通業者向け販売促進手段を利用してみることができる。ここではアメリカ
の製造業者の間で使われることが多い流通業者向け販売促進を取りあげ，紹介
してみることにする。
3－1 オフ・インボイス・アローワンス
所定の期間内に再販売業者（reseller）が発注した商品に対して価格割引とい
う形で提供されるディールすなわちディスカウントを仕入アローワンス
（buying allowance）というが，こうした形のディスカウントは「オフ・インボ
イス・アローワンス（off-invoice allowance）」という形態を伴う場合が多い。15）
「オフ・インボイス・アローワンス」においては，製造業者が小売業者に請
求書を発行する際に，請求書に明示されている金額から直接所定の金額を割り
引いてやるというやり方，あるいは，商品1個当たりの表示価格から直接所定
の額を割り引いて請求するというやり方が採用されることになる。この種の価
格割引は通常2週間から12週間かけて実施され，適用される価格割引の範囲
は10パーセントから25パーセントというのが普通となっている。この場合，
小売業者には販売促進の期間中であれば，1回当たりの商品の仕入数量に関係
なく所定の価格割引が適用されることになっているわけであるが，この種の価
格割引を利用して仕入れられた商品については，小売業者はその利益を消費者
に還元することが期待されている。16）
仕入アローワンスは「フリー・グーズ（free goods）」という形態を伴う場合
もあるわけであるが，ここでは，商品を2個定価で購入すれば，無料の商品が
1個付いてくるというふうに，商品を通常価格でより多く購入した場合にこの
種の価格割引を提供するというやり方を採用してみることもできる。フリー・
グーズ提供の仕方としては，商品を12個購入してくれた場合には1個をフリ
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ー・グーズとして提供するというやり方とか［これは baker’s dozenとよばれ
ている。baker’s dozenとは13個を意味する。パン屋ではおまけの1個を付け
たことからこうした言い方をする］，11個につき1個，あるいは10個につき
2個をフリー・グーズとして提供するというやり方が広く採用されているよう
である。ケースとしては少ないが3個に1個とか1個に1個というやり方も考
えられる。17）実際のところ，小売業者を対象として実施されている価格割引提
供のうちの33パーセントは，こうした形の販売促進策によって占められてい
る。18）フリー・グーズとプレミアムの違いが問題となってくる。小売業者が購
入した商品と全く同じ商品が無料で提供された場合，それはフリー・グーズと
よばれることになるわけであるが，小売業者が購入した商品が属する商品カテ
ゴリーとはまた異なる商品カテゴリーに属する商品が販売促進策として無料で
提供された場合，それは一般に「プレミアム（premium）」という言葉でよば
れることになる。たとえば，「石鹸を2ケース購入していただければ，シャン
プーを1ケース無料で提供させていただきます」というときのシャンプーは，
フリー・グーズとはいわず，プレミアムという言葉でよばれることになる。19）
オフ・インボイス・アローワンスの短期的な効果は，小売業者に働き掛け
て，商品の仕入数量を増大化させることにある。製造業者の側には，この種の
価格割引を通じて小売業者の商品仕入数量が増大するようになれば，販売促進
が全く実施されていないときの小売業者の通常の商品仕入数量を上回る増分売
上高を達成することができるようになるにちがいないという期待が働いてい
る。流通業者向け販売促進を通じて得られた利益を小売業者が消費者に還元し
てくれるようになれば，小売業者レベルでみた商品の増分売上高は消費者レベ
ルでみた商品の増分売上高となって結び付いてゆくことになるのではないであ
ろうか。しかしながら，小売業者は商品の先行仕入を行うという手を取ること
によって，あるいは，流通業者向け販売促進が実施されるようになるまで商品
の仕入を手控えるという手を取ることによって，製造業者が実施する価格割引
を通じて得られた利益の多くを，消費者に還元することのないまま自分の懐に
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入れてしまっているというのが実情である。そうしたことが十分に分かってい
ても，小売業者との取引を引き続き維持する，小売業者の商品在庫量を増大さ
せる，あるいは他社との競争に打ち勝つために，製造業者は相変わらず流通業
者向け価格割引を実施しているというのが実際のところである。しかし，製造
業者のなかにはこのところ，自社が実施する流通業者向け販売促進から得られ
る利益を小売業者がこれまで以上に消費者に還元してくれるようにするため，
流通業者向け販売促進の洗い直しを行うところが多くなってきている。そうし
たゴールを達成するため，製造業者は次に紹介してあるようなさまざまなタイ
プの流通業者向け販売促進を採用するようになってきているわけであるが，そ
の具体的な手段が数量割引，販売割り当てインセンティブ，ならびに実効成果
基準型報奨インセンティブである。
3－2 数量割引
数量割引（quantity discount）においては購入された商品の量によって割引額
が変わるというスライディング・レート（sliding rate）が採用されるわけであ
るが，そうした点を除くと，数量割引とオフ・インボイス・アローワンスは似
たような内容のものとなっているということができる。数量割引においては，
たとえば，100個購入した場合には10パーセント，200個購入した場合には
15パーセント，300個購入した場合には20パーセントという価格割引が提供
されるという仕組みになっている。オフ・インボイス・アローワンスと数量割
引を比較すると，数量割引の方が，ディスカウントを通じて得られた利益を消
費者により多く還元してやろうという動機を小売業者に抱かせるのに優れてい
るということができる。それでは製造業者はどのようにすれば，数量割引（と
いうディスカウント制度）が持っているそうしたプラス点を十分に引き出すこ
とができるようになるであろうか。数量割引が持っているプラス点を十分に引
き出すことができるようにするためには，製造業者としては，小売業者の通常
の仕入数量に対してはディスカウントは適用せず，小売業者の通常の仕入数量
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と比較してみた場合の仕入数量の増加分についてのみディスカウントを適用す
るという，ある一定のスライディング・スケールを設定しておくようにするこ
とが大切となってくる。
たとえば，小売業者におけるある商品の通常の月間販売個数が100個で，消
費者を対象とした10パーセントの価格割引を実施した場合，当該商品の売上
高は1か月で50パーセント増大することになるものとする。そして，通常の
販売レベルよりも「より多くの商品在庫」を抱えた場合，商品の在庫管理費は
6パーセント増大するものとする。ここで，製造業者が小売業者に対して1か
月間10パーセントのオフ・インボイス・アローワンスを提供するというやり
方を採用した場合，小売業者はそれに対してどのような対応行動を取るように
なるであろうか。
この場合，小売業者は，100個は1か月間の通常の販売個数分として，50個
は消費者向け価格割引によってもたらされる増分販売個数に充てるため，そし
て100個は次の月以降の販売に回すための在庫として持っておくため，合計
250個の商品を購入することになるかもしれない。小売業者は1か月間だけ，
消費者に対して10パーセントの価格割引を提供してやる必要がある。ここで
留意しておかなければならない点は，商品の在庫管理費が商品1個当たり6パ
ーセント増大することになったとしても，流通業者向け販売促進（具体的には
オフ・インボイス・アローワンス）の期間中に100個の商品在庫を積み増し
し，流通業者向け販売促進が実施されなくなる次の月に通常価格で商品を販売
するようにすれば，商品1個当たり4パーセントの利益を確保することができ
るようになるということである。それでは，小売業者が行う商品在庫の積み増
しを防ぐには，製造業者としてはどのようなディスカウントの仕組みを採用す
るようにすればよいであろうか。
この場合，製造業者は，小売業者が商品を100個購入した場合には価格割引
を適用しないで，200個購入した場合には6パーセント，300個購入した場合
には12パーセントという価格割引を適用するという内容の数量割引を採用し
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てやれば，小売業者が行う商品在庫の積み増しを防ぐことができるようにな
る。こうした価格割引の方法を採用するようにしたとして，小売業者はどのよ
うな対応行動を取るようになるであろうか。価格割引を活かすためには，小売
業者は1か月の販売個数100個を上回る個数を購入してやることが必要となっ
てくる。しかしながら小売業者が200個しか購入しなかった場合には，たとえ
価格割引が適用されたとしても，それは商品の在庫管理費の増加分で消えてし
まうことになる。小売業者としては，価格割引のメリットが得られるようにす
るためには，200個以上商品を購入することが必要となってくるのである。し
かし，小売業者としては3か月分以上の商品在庫の積み増しをしてしまうと，
価格割引を通じて得られる利益が商品の在庫管理費の増加分で帳消しにされて
しまうことになる。したがって，小売業者としては，価格割引のメリットを享
受することができるようになる200個を50個上回る数だけ商品を購入し，10
パーセントの消費者向け価格割引を実施するというやり方が最適のやり方とい
うことができるのである。
上の事例は，小売業者に商品在庫の積み増しを思い止まらせ，消費者への利
益の還元ということを実現するためには，製造業者としてはどのような内容の
数量割引を実施すればよいかということを示してくれている。こうした数量割
引が持っている問題点は，実際には小売業者間で経営の規模に大きな差が認め
られるだけに，統一的なディスカウントの方式を採用してやることが実際には
難しいということである。アメリカにおいては，法的には，たとえば輸送面に
おける規模の経済性によってコストを低く抑えることができるという理由がな
い限り，製造業者は，小売業者によって商品の納入価格を差別化することはで
きないことになっている。20）
3－3 販売目標インセンティブ
「販売目標インセンティブ（quota incentive）」とは，予め設定されている所
定の販売目標を小売業者が達成できた場合に，彼らに提供される現金という報
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奨（cash reward）あるいは定率のリベート（percentage rebate）をいう。一般に，
こうした販売目標は前年度の売上高に対する今年度の売上高の増加率という形
で示されている場合が多い。販売目標インセンティブは一般的に，たとえば自
動車の特約店制（car dealership）にみられるように，ディーラー（小売店）の
取扱商品はある特定の1つの製造業者，ないしは2つの製造業者の商品に限定
してもらうようにするという，排他的特約店制（exclusive dealership）が採用
されている場合に多く採用される販売促進手法となっている。
販売目標インセンティブにおいては，所定の報奨を受けるために必要な販売
数量は小売業者ごとに設定されることになっており，また数量割引の場合には
報奨は価格割引という形で小売業者に提供されることになっているわけである
が，そうした点を除くと，販売目標インセンティブと数量割引は似たような性
格を持っているということができる。販売目標インセンティブは数量割引には
認められない2つのプラス点を持っている。まず第1に，製造業者は，小売業
者が通常の販売数量を上回る販売数量を確実に達成してくれるようにするため
に，報奨提供の条件となる販売数量（販売目標）を調整することが可能である。
こうした増加販売数量を達成するためには販売目標インセンティブを通じて得
られる報奨の一部を商品価格の割引という形で消費者に提供してやろうという
動機が小売業者の側に生まれるようになり，ひいてはそれが，流通業者向け販
売促進を通じて得られる利益の消費者への還元率をさらに一層高める方向に働
くことになるのである。第2に，製造業者は，販売目標インセンティブを小売
業者間の競争を刺激付けするための手段として活用してみることも可能で，こ
の場合，小売業者のプライドや競争心が働いて，小売業者の側には所定の販売
数量を達成してやろうという動機が生まれるようになり，所定の販売数量を達
成するために，小売業者は消費者を対象とした自店独自の販売促進を実施して
くれるようになることが多くなってくる。21）
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3－4 実効成果基準型報奨インセンティブ
「実効成果基準型報奨インセンティブ（pay-for-performance incentive）」とは，
小売業者が価格割引を通じて消費者に実際に販売した商品の数量に対してのみ
製造業者が小売業者にディスカウントを提供するという販売促進策の総称を
いう。実効成果基準型報奨インセンティブとしては，流通業者向け販売促進の
各種手段のうち，ビル・バック（bill-back）やカウント・リカウント（count-
recount），さらにはスキャン・ダウン（scan-down）をあげてみることができる。
「カウント・リカウント」とは，流通業者向け販売促進の実施期間中に小売
業者が実際に販売した商品の数量を製造業者が正確に計算し，その数量に基づ
いて小売業者にディスカウントを提供してやるというもので，こうした点を除
くとカウント・リカウントはオフ・インボイス・ディスカウントと似たような
性格を持った販売促進策となっているということができる。カウント・リカウ
ントのもとにおいては，製造業者は，流通業者向け販売促進の開始時点におけ
る小売業者の期初在庫数量に小売業者の商品仕入数量を加えてやり（カウン
ト），その合計数量から流通業者向け販売促進の終了時点における小売業者の
商品在庫数量を差し引いてやる（リカウント）ことによって，流通業者向け販
売促進の実施期間中における当該小売業者の売上高を正確に把握してやるよう
にすることが大切となってくる。このように，製造業者は小売業者が仕入を
行った商品の数量ではなく，小売業者が実際に販売した商品の数量を基にして
ディスカウントを提供するというやり方がカウント・リカウントという販売促
進策の特徴ということになる。それでは，小売業者がこうしたカウント・リカ
ウントという販売促進策について好意的な見方をしてくれているかというと，
決してそうではない。というのは，カウント・リカウントはオフ・インボイ
ス・ディスカウントほど小売業者にやる気を起こさせてはくれず，また，カウ
ント・リカウントの場合には，小売業者はどうしても，商品価格の割引という
形で消費者に利益還元してやることを余儀なくされてしまうことになるからで
ある。
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「ビル・バック」においては小売業者が流通業者向け販売促進の実施期間中
の商品販売個数を計算し，小売業者が販売個数分のディスカウントを製造業者
に請求するというやり方が採用されることになるわけであるが，こうした点を
除くと，ビル・バックはカウント・リカウントと似たような性格を持った販売
促進策となっているということができる。小売業者がカウント・リカウントよ
りもさらにもっと嫌がるのがビル・バックである。というのは，ビル・バック
の場合には小売業者自らが行わなければならない経理の仕事が多くなるからで
ある。小売業者がその売上高をチェックアウト・スキャナーによって電子的に
記録するというやり方を採用していた場合には，われわれはこれを「スキャ
ン・ダウン」という言葉でよんでみることができるわけで，ビル・バックに際
して，あるいはカウント・リカウントに際してこうしたやり方が採用されてい
た場合には，われわれはそれをスキャン・ダウンという言葉でよんでみること
ができる。われわれはそうしたやり方で記録した売上高をスキャナー・データ
とよんでいる。スキャナー・データはたとえば Information Resources Inc.など
のような市場調査会社を使って処理している場合が多い。製造業者はオフ・イ
ンボイス・ディスカウントに代えて，上で紹介したような実効成果を基準とし
てインセンティブを提供するという形の販売促進策を採用してやるようにすれ
ば，これまで以上に高い利益を実現することができるようになるのである。22）
3－5 ドロップ・シップ・アローワンス
流通業者向けアローワンスの2つ目のタイプが「ドロップ・シップ・アロー
ワンス（drop-ship allowance）」とよばれるものである。対象となる商品が予め
決められており，その商品を小売業者が発注してくれた場合，卸売業者やブロ
ーカー，代理商，あるいはディストリビュータを一切介さずに，迂回して直接
注文の商品を届けることを了解してくれた小売業者に対して，製造業者からな
にがしかの金銭が支払われることになっていたとすると，それをドロップ・
シップ・アローワンスという。流通チャネルの中間に位置するメンバーを迂回
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して，注文された商品を届けるというやり方を採用することができるようにな
れば，それは製造業者にとっても小売業者にとってもとても利益になることで
ある。こうしたやり方を採用することができるようになれば，製造業者からみ
た利益率と小売業者からみた利益率を同時に増大させることができるようにな
る。小売業者はその際，その気になれば，ドロップ・シップ・アローワンスを
実施することによって得られるようになる利益の増分をすべて自分の懐に入れ
てしまうというやり方を取るのではなく，ドロップ・シップ・アローワンスの
対象となった商品の売価を低くすることによって，自店が得られるようになっ
た利益の増分を消費者に還元するというやり方を取ってみることができるので
ある。
ドロップ・シップ・アローワンスはまた別のプラス点も持っている。たとえ
ば，製造業者は商品を小売業者に直接出荷してやるようにすることによって，
小売業者との間でより強力なリレーションシップを構築することができるよう
になる。また，製造業者としては中間流通業者の人間の手を借りるようにしな
いとさまざまな取引を実現することは難しいかというと，必ずしもそうではな
いのである。加えてまた，自社ブランドを中間流通業者の営業担当者が積極的
にプッシュしてくれるようにするためには，製造業者としては中間流通業者に
対して，さらに追加して何らかの策を講じてやるようにすることが必要となっ
てくるかというと，そうでもないのである。卸売業者が複数の製造業者の商品
を取り扱っていた場合，卸売業者はどの製造業者の商品にも同じように力を入
れてくれるようになることもあれば，あるいはまた，実際にはこちらの方が可
能性は高いといってみることができるわけであるが，小売業者は自店に最も高
い利益をもたらしてくれるブランドに力を入れるようになることが多くなるこ
ともある。
卸売業者あるいはディストリビュータを迂回して小売業者に直接商品を納入
するというやり方が持っている最も重要なマイナス点は，製造業者がドロッ
プ・シップ・アローワンスを実施している商品とはまた別の商品も取り扱って
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いる卸売業者は，それら商品の取り扱いを一切止めてしまう，あるいは，それ
ら商品の販売については一切力を入れないという形の報復に出てくるようにな
る可能性があるということである。
ドロップ・シップ・アローワンスを展開しようとする際，製造業者として
は，卸売業者とのリレーションシップが大きく損なわれるようなことのないよ
う，十分に留意しておくようにすることが大切となってくる。23）
3－6 スロッティング・アローワンス
流通業者向けアローワンスのなかでも最も議論が多いのがスロッティング・
アローワンス（slotting allowance）である。「スロッティング・アローワンス」
とは，新製品を店内にディスプレイしてもらう見返りとして製造業者が小売業
者に支払う金銭（fund）をいう。24）Belchたちによると，「スロッティング・アロ
ーワンス」（これは「商品陳列アローワンス（stocking allowance）」や「新製品
発売アローワンス（introductory allowance）」，あるいは「ストリート・マネー
（street money）」といった言葉でよばれることもある）は，新製品をディスプ
レイしてもらうためのスロット（slot）すなわち場所（position）を提供しても
らう代償として小売業者に支払われるフィーをいう，と述べている。25）小売業
者はいくつかの理由をあげて，スロッティング・アローワンスを製造業者に要
求する正当性を主張することになる。まず第1に，小売業者は，新製品を在庫
の1つとして抱え，それを店内の棚に陳列するとなると費用が必要となってく
るということを主張する。その新製品が期待していたほど売れなかった場合，
特に小売業者が数多くのチェーン店を持っており，それらチェーン店に一斉に
当該新製品を陳列していた場合には，当該新製品を仕入れるために投入された
資金は損失となって返ってくることになる。
第2に，小売業者の棚のスペースはすでにそのほとんどが既存の商品で埋め
尽くされてしまっているため，小売業者の各店舗において新製品を新たに取り
扱うとなると，その新製品のために小売業者の棚のスペースをどうにかして割
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いてやることが必要となってくる。新製品を新たに取り扱うとなると，小売業
者の棚にすでに並んでいるほかのブランドあるいは商品を棚から降ろしてしま
うとか，ほかの商品を陳列するために使っていた棚のスペースを縮小するとい
う手を取ってやることが必要となってくる。新製品を新たに取り扱うことがで
きるようにするためにどのようなやり方が採用されるようになったとしても，
小売業者としては，新製品を取り扱うことができるようにするために時間と費
用を投入してやることを余儀なくされてしまうことになるのである。
第3に，スロッティング・アローワンスが用意されていると，小売業者とし
ては，所定の新製品を新たに取り扱うことにするかいなかの意思決定を行うの
に思い切りやすくなるといってみることができる。平均的なスーパーマーケッ
トについて考えてみると，40，000SKU（stock keeping unit）が取り扱われてい
るわけであるが，毎年，少なくとも10，000の新製品について，それを取り扱
うようにするか，取り扱わないことにするかの判断を行わなければならないの
である。小売業者の棚のスペースに置いてもらえるようにするために製造業者
が支払ってもよいと考えている金銭の額をみれば，その製造業者が当該新製品
に対して抱いている自信の程度を推し量ってみることができる。小売業者のい
くつかの店舗についてみると，1アイテムについてスロッティング・アローワ
ンスが25，000ドルも支払われているケースがある。全国チェーンのなかには，
百万ドル規模のスロッティング・アローワンスを要求してくるところもある。
その商品が売上高を伸ばしてくれるようになるかどうか確信がないにもかかわ
らず，製造業者がその商品のために百万ドル規模のスロッティング・アローワ
ンスを支払ってくれるようになるとはどうしても考えられない。そうしたこと
もあるため，スロッティング・アローワンスが設定されることになっていた場
合には，製造業者は，本格的な市場導入に踏み切る前の段階で当該新製品をテ
スト・マーケティングにかけ，市場において成功する可能性があるかないかの
評価をしっかりと行ってくれるようになるので，そのような意味でスロッティ
ング・アローワンスは重要な意味を持ってくるようになるという考え方を小売
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業者は持っている。
このほかにも問題があって，それが，小売業者がスロッティング・アローワ
ンスの設定を歓迎する4つ目の理由となって結び付いてゆくことになる。ス
ロッティング・アローワンスの設定を小売業者が歓迎する理由は，スロッティ
ング・アローワンスが設定されていると，毎年市場導入される商品の数を減ら
すことができるようになるに違いないという考えを小売業者が持っているから
にほかならない。毎年市場導入される商品の数を減らすことができるようにな
れば，市場において失敗を余儀なくされる新製品の数は大幅に減ってくること
になる。小売業者がスロッティング・アローワンスの設定を歓迎する第5の理
由は，スロッティング・アローワンスが設定されていれば，それが小売業者の
純利益の増大に貢献してくれるようになる可能性があるということである。小
売店で取り扱われている商品はマージン（margin or markup）が低いものが多
い。スロッティング・アローワンスが設定されていれば，小売業者はスロッ
ティング・アローワンスという形で金銭を手にすることができるようになり，
それを小売業者の経営に活かすことができるようになる。小売業者が稼ぐ純利
益のうちの20パーセントから40パーセントは，流通業者向け販売促進という
形をとって小売業者に提供される金銭によって生み出されているものと推定さ
れている。
次に，スロッティング・アローワンスに関する議論を製造業者の立場に立っ
てみてみると，製造業者は，スロッティング・アローワンスは，実際の使われ
方をよく観察してみると，小売業者から仕掛けられるゆすりという性格を持っ
ているというとらえ方をしている。製造業者の多くは，小売業者が要求してく
るスロッティング・アローワンスは金額があまりにも高く，そもそも，本質的
にいって不公正な性格を持っているというとらえ方をしている。スロッティン
グ・アローワンスが設定されていると，製造業者は小売業者に対して何百万ド
ルという費用を支払わなければならなくなるわけであるが，もしそうしたス
ロッティング・アローワンスが実施されていなかったならば，製造業者はそれ
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らの費用を広告や消費者向け販売促進，さらにはそのほか各種のマーケティン
グ活動に投入することができていたはずなのである。スロッティング・アロー
ワンスが設定されていると，規模の小さな製造業者は，小売店の棚のスペース
に自社商品を置いてもらおうと思っても，現実的にそれが不可能になってしま
うわけであるが，それは，スロッティング・アローワンスを払おうにも，規模
の小さな製造業者には，それを用意することができないからである。大手小売
業者のなかには小規模企業向けの政策を展開し，規模の小さな企業の商品でも
棚にディスプレイしてやることができるようにしているところもあるわけであ
るが，そうした小売業者の数は絶対的に限られているというのが実際のところ
である。たとえば，規模の小さなある製造業者は，棚のスペースを減らされて
しまったため，売上高がそれまで1日に500ドルあったものが1日に50ドル
にまで落ち込んでしまうことになる。全国的な規模の，ある大手の製造業者
は，小売業者に対して多額のスロッティング・アローワンスを払っており，そ
のため，規模の小さな製造業者は，棚のスペースを大手製造業者に持って行か
れてしまうことになる。スロッティング・アローワンスという販売促進策は，
規模の小さな製造業者を市場から締め出してしまうとともに，スロッティン
グ・アローワンスを要求してくるその小売業者と目下取引関係にある企業に有
利に働いてしまう販売促進策という性格を持っているということができる。市
場に新規に参入しようとしている企業は，新製品の開発という面においてすで
に膨大な額の先行投資をしてきているわけであるが，実際に市場に参入する段
になると，今度はスロッティング・アローワンスの支払いがその企業を待って
いるのである。自社ブランドは競合他社ブランドと十分に戦ってゆけるだけの
力を持っているということを100パーセント確信することができるようになら
ない限り，市場への新規参入を考えている企業は，市場に参入するとなると小
売業者に対してスロッティング・アローワンスを支払うことを余儀なくされる
ことになるというただ単にそれだけの理由から，市場への参入を思い止まって
しまうことになるのではないであろうか。26）
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3－7 エグジット・フィー
「エグジット・フィー（exit fee）」とは，小売業者が抱えている在庫のなか
からある特定のアイテムを全て抜き出してもらい，その見返りとして小売業者
に提供される金銭をいう。エグジット・フィーは，製造業者がたとえば3リッ
トル入りの容器に入ったペプシであるとか，ペプシ・ワンなどのように，これ
までなかった新しいサイズの商品，あるいは，既存商品の新しいバージョンを
導入しようとしているときに採用されることが多い販売促進策といってみるこ
とができる。小売店の棚にはすでにペプシコの商品がたくさん置かれている。
商品の新しいバージョンを開発し，それを棚に置いてもらうというやり方を採
用しようとしている際にペプシコが頭に入れておかなければならないリスクは
低いということができるわけであるが，新製品を開発し，それを棚に置いても
らうというやり方を採用しようとしている際にペプシコが頭に入れておかなけ
ればならないリスクは相当大きいということができる。商品の新しいバージョ
ンが市場導入に失敗してしまった場合，すなわち，思うように売上高をあげる
ことができなかった場合，あるいは，ある商品のいくつかのバージョンのうち
の1つを在庫から一掃してしまうことが必要となってきた場合，小売業者は，
スロッティング・アローワンスなどのような前払い型のフィー（up-front fee）
とはまた異なるエグジット・フィーを製造業者に要求してくることになる。27）
スロッティング・アローワンスはグローサリー・チェーンの流通センターに
おいて新ブランドを取り扱ってもらえるようにするために必要となってくるエ
ントリー・フィー（entry fee）的な性格を持っているわけであるが，小売チェ
ーンのなかには，売上高が伸び悩んでしまっている，市場において失敗してし
まったブランドを，流通センターの取り扱いブランドから外してしまうために
必要となってくるフィーを製造業者に要求してくるところがある。そうしたエ
グジット・フィーは，デスロッティング・アローワンス（deslotting allowance）
という言葉でよばれることもある。28）
製造業者の新ブランドがある特定の小売チェーンにおいて取り扱ってもらう
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ことができるようになった場合，製造業者と小売チェーンの間で契約が取り交
わされることになるわけであるが，その契約においては，製造業者の新ブラン
ドを小売チェーンの流通センターにおいて引き続き取り扱ってもらうことがで
きるようになるためにクリアすべき，特定の期間をとってみた場合の，1週間
単位でみたブランドの売上高の平均が明記されることになる。新ブランドが契
約に明記された1週間単位の平均売上高を達成することができていなかった場
合，小売チェーンはデスロッティング・チャージを製造業者に請求することに
なる。このチャージ，すなわちエグジット・フィーは，小売チェーンが当該新
ブランドを流通センターの取り扱い商品から外してしまうための一連の処理を
行う際に必要となってくる費用に当てられることになっている。29）
スロッティング・フィーは，これから新規参入しようとしている新ブランド
がほかのブランドとの競争のスタートラインに立つことができるようにするた
めに必要となってくるコストとするならば，エグジット・フィーは，新規参入
を果たすことができたとはいうものの，ほかのブランドとの競争に打ち勝つこ
とができず，結果的に市場から撤退することを余儀なくされてしまったブラン
ドが後始末をするために必要となってくるコスト，別言するならば契約不履行
フィー（failure fee）といってみることができる。この契約不履行フィーはス
ロッティング・アローワンスよりも高く，それだけに，製造業者には，市場に
おいて成功する可能性の高い商品しか発売しないように心掛けるとか，一度新
発売したブランドについては確実に成功にまで導くことができるようにするた
めに徹底した支援を与えるようにするという，強力な動機が働くようになる。30）
3－8 代金支払猶予：通常の支払い期限を越えて代金の支払猶予を認める
という販売促進策
Schultzたちは，技術論的にいうと代金支払猶予（dating）を流通業者向けア
ローワンスの1つのタイプとして取り上げるというやり方は当を得たやり方と
はいえないということを認めながらも，代金支払猶予はディスカウント（価格
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割引）の1つのタイプとして，あるいはまたディーラー向けアローワンスの手
法の1つとしてとらえてみることができるという理由から，代金支払猶予を流
通業者向けアローワンスの1つとしてとらえてみるというやり方を採用してい
る。小売業者は代金支払猶予という販売促進策を利用すれば，一定数量の商品
をいますぐに手に入れ，商品購入代金はある一定期間かけて，分割して支払う
ことができるようになる。場合によっては，いまこの時点でとにかく割引価格
で商品を購入すると，代金を支払って数日間たってその商品が出荷されてくる
というケースも考えられるわけで，そうしたケースも代金支払猶予の1つのケ
ースとしてとらえてみることができる。たとえば，小売業者が750ドルの価値
のある商品を製造業者から6月1日に購入したものとしよう。代金支払猶予と
いう販売促進策を利用してやるようにすると，この小売業者は8月1日に250
ドルを支払い，次の250ドルを9月1日に支払い，最後の250ドルを10月1
日に支払うというやり方を取ることができるようになる。この場合，小売業者
は商品の購入代金を前もって支払うことが義務付けられているかというとそう
ではなく，小売業者は店舗で商品が実際に売れた時点で，その都度，製造業者
に対して購入代金を支払うというやり方を取ることができるようになるのであ
る。代金支払猶予という販売促進策においては，実際上，製造業者は小売業者
に対して無利子で金融支援を行ってやる形になる。
製造業者は代金支払猶予という販売促進策が好きである。その理由は簡単
で，代金支払猶予という販売促進策は，流通業者を対象とした販売促進策のな
かでもかなりの程度少ない費用で実施することができるからである。代金支払
猶予という販売促進策を実施してやるようにすると，製造業者は倉庫料の削減
ということを実現することができるようになることが多い。それは，代金支払
猶予という販売促進策を実施することができるようになれば，製造業者は，工
場で生産された商品を工場からすぐに小売店の倉庫にまで，あるいは小売店の
商品保管エリアにまで移動せしめることができるようになるからにほかならな
い。代金支払猶予という販売促進策は，季節性の強い商品の売れ行きを活発に
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するための手段として特に高い効果を期待することができる。たとえば，除雪
車（snowblower）は4月，5月，さらには6月に販売されて，出荷されること
になるわけであるが，購入代金の支払は10月まで，11月まで，あるいはまた
12月まで猶予されることになる。こうした形の代金支払猶予という販売促進
策を実施することができるようになれば，製造業者は小売業者に働き掛けて，
商品の販売シーズンに備えて小売業者が商品の手持ち在庫を抱えてくれるよう
にすることができるようになるとともに，製造業者は適切な生産スケジュール
を維持することができるようになる。製造業者，特に大量生産され，売れ足の
速い商品を生産・販売している製造業者の場合には，代金支払猶予という販売
促進策の利用を避ける傾向がある。その理由は，代金支払猶予というやり方を
採用した場合，それは実質的には，商品を売らんがために自社が小売業者に対
してわざわざ融資をしてやっているのと全く変わらなくなってしまうからであ
る。代金支払猶予というやり方を販売促進策として過度に実施したりすると，
それによって製造業者は，財務にまつわる問題を抱え込んでしまわなければな
らなくなってしまう可能性があるので，注意が必要である。
代金支払猶予という流通業者向け販売促進策は，たとえばタイヤやバッテリ
ー，いくつかの大型の家庭用電気製品，さらには需要の季節変動が認められる
設備や材料などの，比較的高額の商品や販売スピードの遅い商品の場合に採用
されることが多くなっている。31），32）
3－9 ディーラー・ローダー
ディーラー・ローダー（dealer loader）とは，消費者向けプレミアムと似た
もので，小売業者が製造業者から一定数量の商品を仕入れた場合，製造業者か
ら小売業者に提供されるプレミアムをいう。33）これに対して Tom Duncanは，
ディーラー・ローダーとはプレミアムでも価値の高いプレミアムで，各種商品
が特別に取り揃えられたものを小売業者が購入してくれた見返りとして，ある
いは，小売業者が予め設定された額だけ商品を購入してくれた見返りとして，
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製造業者から小売業者に対して提供されるプレミアムをいう，というふうに定
義している。34）ディーラー・ローダーは，そうした言葉の使い方からも容易に
理解することができるように，まさに，ディーラー（小売店）を商品で一杯に
することを狙って展開されることになる。35）加えてまた，ディーラー・ローダ
ーは，製造業者が，再販売業者との間で好ましい関係（goodwill）を構築する
のに効果を発揮してくれるようになる。36）最もよく採用されているディーラ
ー・ローダーのタイプが「バイイング・ローダー（buying loader）」と「ディ
スプレイ・ローダー（display loader）」の2つで，前者は一般に，ある一定量
の注文を行うと，製造業者から小売業者に対してギフトが提供されるというも
ので，後者の場合，製造業者が行う販売促進を小売業者が支援してやると，ディ
スプレイが報奨として小売業者に提供されることになる。
バイイング・ローダーの具体的なケースを紹介すると，Budweiserは，所定
の期間中にビールを一定数量以上販売してくれた小売店の店長に対して，スー
パー・ボウルの観戦チケット付きの旅行券を無料で提供するというやり方を採
用している。37）ディスプレイ・ローダーとは POPディスプレイの一部として小
売業者，言葉を換えていうならばディーラーに提供されるプレミアムをいうわ
けであるが，販売促進が終わると，この POPディスプレイは解体されること
になる。ディスプレイ・ローダーの具体的なケースを紹介すると，ソフト・ド
リンクを入れておくための冷蔵庫をあげてみることができる。販売促進のキャ
ンペーン期間が終了すると，冷蔵庫すなわちプレミアムは小売業者のものにな
るわけであるが，小売業者はプレミアムとして製造業者から提供された冷蔵庫
を各店補の従業員に景品として提供するというやり方を取ってみることもでき
る。アルコール飲料メーカーによっては，大きな瓶に入ったシャンパン，ある
いは豊かな装飾を施したクリスタル・グラスをクリスマス用ディスプレイの一
部として使うところがある。クリスマス・シーズンが終わると，ディスプレイ
は解体され，小売業者のオーナーは大瓶に入ったシャンパンとクリスタル・グ
ラスをプレミアムとしてアルコール飲料メーカーから贈られることになる。38）
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Dr Pepperは7月4日の独立記念日に，ガス・グリルとピクニック・テーブル，
さらにはバスケット等からなるあるストア・ディスプレイを設置することにな
るわけであるが，販売促進が終了すると，こうしたアイテムを，販売促進に協
力してくれた小売店の店長に提供するというやり方を採用している。39）
製造業者は，小売業者向けに，あるいは小売業者の家族向けに，万人向きの
するような小さなギフトから，スポーツ用品や衣料品，さらには多額の費用が
必要となる海外旅行にいたるまで，ほとんどあらゆるタイプのものをディーラ
ー・ローダーとして使ってみることができる。ディーラー・ローダーはある特
定規模（量・額）の商品を小売業者が仕入れてくれるようになったときに提供
されるということになっている場合が多いわけであるが，ローダー（すなわち
小売店に提供されるプレミアム）の価値は，小売業者が最終的に販売してくれ
ることになる商品の価値に比例して大きくなってゆく。こうしたタイプの販売
促進策は，これから新しく展開される広告プログラムを背後から支援してやる
ようにするために実施されるようになることが多いわけであるが，その際，小
売業者に提供されるローダーは，広告キャンペーンのテーマと密接に結び付い
たものを使うようにすることが大切となってくる。
バイイング・ローダーやディスプレイ・ローダーは，いずれも，小売店の店
頭に十分な量の新製品を陳列することができるようになった場合，あるいは，
小売店の店頭において POPディスプレイを設置することができるようになっ
た場合に，高い効果が発揮されるようになる可能性がある。バイイング・ロー
ダーも，ディスプレイ・ローダーも，その基本的な狙いは，短期間で大量の商
品を販売することができるようにすることにある。
3－10 プッシュ・マネーあるいはストリート・マネー
「プッシュ・マネー（push money）」（これは「PMs」とよばれたり，「ストリ
ート・マネー（street money）」とよばれることもある）とは，製造業者のブラ
ンドを消費者に積極的に推奨・販売してもらうようにする，あるいはただ単に
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製造業者が小売業者の愛顧心を獲得するために，製造業者から小売業者に対し
て提供される現金（金銭）をいう。プッシュ・マネーは現在すでに販売されて
いる商品について採用される販売促進策で，小売業者が実施する販売促進の支
援ということが意図されているわけであるが，そうした点を除くと，プッ
シュ・マネーはスロッティング・アローワンスと似たような性格を持っている
ということができる。プッシュ・マネーは全く任意に提供されることになると
いう意味で，ビル・バックやカウント・リカウントと性格を異にしているとい
うことができる。小売業者は店舗の棚のスペースの使い方であるとか，製造業
者のブランドの販売を背後から支援するために自店が実施する販売促進の展開
方法について，当然のこととして大幅な裁量権を持っているわけで，そのこと
を考えると，製造業者としては，自社の思い通りに小売業者を動かしてやろう
などといったことを考えるよりもむしろ，小売業者の愛顧心を獲得することが
できるような方策を講じるようにした方がよいということができるのである。
スロッティング・アローワンスと同様にプッシュ・マネーはある特定の個人に
対して提供されるものではなく企業に対して提供されるものである。したがっ
て，プッシュ・マネーは違法な行為でもなければ賄賂としての性格も持ってい
ないということである。40）
3－11 スピッフ
「スピッフ（spiff）」は，商品をさらに一層多く販売してやろうという動機を
小売業者の販売員から引き出すために，製造業者が小売業者の販売員に対して
提供するインセンティブという言い方をしてみることもできる。たとえば
Whirlpoolは，所定の販売促進キャンペーン期間中にWhirlpoolの冷蔵庫を販売
してくれた小売業者の販売員に対して，1台につき25ドル提供するというや
り方を採用してみることができる。小売業者の販売員が行う販売促進努力に
よって売上高が大きく変化する可能性の高い商品で，その商品が，小売業者と
してもこのブランドに力を入れて売ってゆくことにするという目標を特別設定
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していないような商品であった場合には特に，スピッフという販売促進策を実
施してやるようにすれば高い効果を期待することができるようになる。これは
流通業者向けコンテストについても全く同じことがいえるわけであるが，ス
ピッフについても同様に，製造業者は小売業者の販売員のやる気を高めてやる
ことができるようにするために，彼らを対象としたスピッフに関する広告活動
を展開するという手を取ってみることができる。
製造業者はスピッフという販売促進活動を実施しようとする際には，小売業
者からの了解を取り付けておくようにすることが大切となってくるわけである
が，それ以上に，広告を通じて当該販売促進活動に関する情報を周知しておく
ようにすることが大切となってくる。小売業者は製造業者が展開するスピッフ
に対していい顔をしない可能性がある。特に，広告活動を通じての徹底したス
ピッフの展開ということを製造業者が考えている場合には，小売業者側の抵抗
が強くなってくる可能性がある。それは，スピッフが実施されると，製造業者
と小売業者の販売員との間の関係が強くなってしまい，小売業者としては自店
の販売員に対するパワーとコントロールを十分に維持することができなくなっ
てしまう可能性があるからである。41）
プッシュ・マネーやストリート・マネー，スピッフの取り扱い方について
は，各論者まちまちであることが分かる。Tellisはプッシュ・マネーあるいは
ストリート・マネーとスピッフを別のものとして論じている。それに対して
Belchたちは，プッシュ・マネーとスピッフを同じものとして取り扱っている。
Ulanoffはプッシュ・マネーはスピッフといってみたり PMsといってみたりす
ると述べている。Stanleyはプッシュ・マネーはスピッフとか PMともいうと
述べている。Govoniはプッシュ・マネーはプロモーション・マネーあるいは
スピッフともいい，ストリート・マネーは実質的にはプッシュ・マネーと同じ
ような意味で使われると述べている。Schultzと Barnesは，プッシュ・マネー
はスピッフといったり PMといったりすることもあると述べている。加えてま
た，Shimpは，スロッティング・アローワンスはストッキング・アローワンス
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といってみたりストリート・マネーといってみたりすることもあると論じてい
る。42）
3－12 流通業者向けインセンティブ
「流通業者向けインセンティブ（trade incentive）」は流通業者向けアローワン
スと似たような性格を持っている。両者の相違点は，流通業者向けインセン
ティブの場合には，所定のアローワンスを手に入れることができるようになる
ためには，小売業者は何らかの機能を遂行することが期待されることになると
いう点である。流通業者向けインセンティブのゴールとしては実にさまざまな
ものをあげてみることができるわけであるが，流通業者向けインセンティブと
いう販売促進策を採用した販売促進プランの大部分に共通して認められる基本
的なゴールとしては，小売業者に働き掛けることによって，当該販売促進策の
対象となっている製造業者のブランドを小売業者が顧客に積極的にプッシュ
（推奨）してくれるようにするとか，小売業者が製造業者のブランドを積極的
に仕入れてくれるようにするといったものをあげてみることができる。流通業
者向けインセンティブの具体的な手段としては，共同マーチャンダイジング協
定，コーポレート・セールス・プログラム，プロデューシング・プラント・ア
ローワンス，バック・ホール・アローワンス，クロス・ドック・アローワン
ス，ならびにプレミアム・パックの6つをあげてみることができる。43）
⑴ 共同マーチャンダイジング協定
流通業者向けインセンティブのタイプのなかでも最も包括的な性格を持ってい
るのが，「共同マーチャンダイジング協定（cooperative merchandising agreement :
CMA）」とよばれるもので，これは，小売業者と製造業者が共同して販売促進
活動に当たるということを約束した，小売業者と製造業者の間で交わされる公
式的な協定である。ここでは，協定の相手方である製造業者のブランドについ
ても取り上げて訴求した広告を小売業者が所定の本数流すことにするといった
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形の協定を結んでみることもできる。さらには，製造業者のブランドが持って
いるプライス・リーダーとしての特質を前面に打ち出して訴求するというアプ
ローチの仕方も考えられる。さらにまたここでは，小売業者が実施するインス
トア・プロモーションにおいては，製造業者のブランドを強調するようにする
という協定を結ぶ，もっというならば，このブランドについては価格インセン
ティブが提供されているということを店舗を訪れた買物客に容易に気付いても
らえるような，特別のディスプレイを棚に設置するという協定を結ぶこともで
きる。価格割引提供の方法としてはさまざまなものが考えられるわけである
が，価格割引提供を実施しようとする際には，製造業者としては小売業者との
間で CMA協定を結んでおくようにすると，それが大いに役立つことになる。
というのは，小売業者との間で CMA協定を結んでおくようにすれば，製造業
者は，価格アローワンスを小売業者に提供することによって小売業者が手にす
ることができるようになった利益を，小売業者が必ず顧客に還元してくれるよ
うにすることができるようになるからである。CMA協定においては最後にま
た，製造業者は特別にデザインしたインストア・ディスプレイを，指定したあ
る特定の日に，あるいはある特定の期間中，所定の場所に設置してもらうよう
にするという協定を，小売業者との間で結ぶことも可能である。
CMA協定は製造業者の間では採用されることの多い流通業者向けインセン
ティブのタイプとなっているということができる。それはなぜかというと，小
売業者は，製造業者との間で CMA協定を結んだ場合，製造業者から金銭的な
インセンティブを受け取ることができるようになるためには，CMA協定にお
いて明示されている機能を遂行することが要求されることになるからである。
小売業者との間で CMA協定を結ぶことができるようになった場合，製造業者
は小売業者が遂行する機能をコントロールする権利を手にすることができるよ
うになる。また，CMA協定の一環として小売業者に価格アローワンスが提供
されることになるわけであるが，小売業者との間で CMA協定が締結されてい
るため，製造業者は価格アローワンスを通じて手にすることができるように
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なった利益の何パーセントかを小売業者が消費者に還元してくれるようにする
ことができるようになるためである。さらにまた，CMA協定についていうと，
製造業者は小売業者との間で年間を通じての契約を締結するというやり方を
取ってみることができるというプラス点を持っている。CMA協定については，
このようにより長期にわたる契約を小売業者との間で締結することができるよ
うになるため，製造業者はぎりぎりの段階になってやっと流通業者向けインセ
ンティブや流通業者向けアローワンスの実施に踏み切るというやり方を極力少
なくすることができるようになるのである。
製造業者にとってみた場合の CMA協定の有する最も重要なプラス点として
は，小売業者との間で CMA協定を締結するようにすれば，ある特定の具体的
なマーケティング目標の達成ということを狙った流通業者向けインセンティブ
を立案・開発することができるようになったり，流通業者向けインセンティブ
を全体的な IMCプランのなかに初めから組み込むことができるようになると
いう点をあげてみることができる。共同マーチャンダイジング協定を小売業者
との間で締結することができるようになれば，製造業者は，流通業者向け販売
促進を使って短期間で駆け込み的に目標を達成するというやり方に大きく依存
してしまうのではなく，統合型マーケティング・コミュニケーション・プログ
ラムを構成する流通業者向け販売促進という視点に立ってプラニング作業を遂
行することができるようになるのである。
CMA協定は小売業者にも利益をもたらしてくれるようになる。小売業者の
視点に立ってみた場合の CMA協定の重要なプラス点としては，製造業者との
間で CMA協定を結ぶことができるようになれば，小売業者はカレンダー・プ
ロモーションを企画・立案することができるようになるという点をあげてみる
ことができる。「カレンダー・プロモーション（calendar promotion）」とは，製造
業者が小売業者を対象として実施する流通業者向けインセンティブに連動して
小売業者が顧客向けに企画・立案するプロモーション・キャンペーンをいう。
製造業者との間で CMA協定を締結することができるようになれば，小売業者
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は何週間かは CMA協定を結んでいる製造業者のある特定のブランドを取り上
げてセールを行い，週が変わると今度はまた，同じ製造業者の別のブランドを
取り上げてセールを行うというやり方を採用してみることができるようにな
る。カレンダー・プロモーションを展開することができるようになれば，小売
業者は年間を通じていつもいずれか1つのブランドのセールが実施されている
という状況を作り出すことができるようになる。カレンダー・プロモーション
を展開することができるようになれば，小売業者はブランドを1つ1つ取り上
げて順番にセールに掛けてやるようにすることができるようになる。こうした
セール展開のやり方は，その小売業者の商品の価格に敏感な顧客にとってはと
ても魅力的な販売促進のやり方ということができる。というのは，ここではど
の時点を取ってみても常に，何らかのブランドがセールに掛けられることにな
るからである。ある特定のブランドに対してロイヤルティを抱いている消費者
に対してはどのようなやり方を採用してみることができるかというと，ここで
は小売業者は，それらの消費者にとってお好みのブランドをある期間中は定価
で販売し，また別の期間になるとそれをセールで販売するというやり方を採用
してみることができる。流通業者向けインセンティブを用いることによって各
ブランドの売上高に凹凸が生まれないように手が加えられているため，小売業
者に入ってくるマージンは，販売促進の対象として取り上げられたブランドを
1個販売した場合も，販売促進の対象として取り上げられなかったブランドを
1個販売した場合も，みな同じようになるように設定されているわけであるが，
それは販売促進の対象となるブランドは，そのうちすべて順番に回ってくるよ
うになっているからである。小売業者は，顧客に対して提供されることになっ
た価格割引分を自分が引き受けてしまうのではなく，製造業者にうまく肩代わ
りしてもらうようにすることが可能である。小売業者は，ある週は Budweiser
を販売促進にかけ，次の週になると今度は Heinekenを販売促進にかけるとい
うやり方を採用してみることができる。ある特定のビールのブランドに対して
ロイヤルティを抱いている消費者は，自分のお気に入りのブランドをずっと継
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続して愛飲することができるようになっているし，また一方で，価格に敏感な
ビールの消費者の場合には，販売促進を通じて売られているブランドを購入す
ることができるようになっているわけであるが，酒販店は，販売促進の対象と
なっているビールを売った場合も，販売促進の対象とはなっていなかったビー
ルを売った場合も，全て適正なマークアップが得られるようになっている。44）
⑵ コーポレート・セールス・プログラム
「コーポレート・セールス・プログラム（corporate sales program : CSP）」も
流通業者向けインセンティブの1つのタイプとしてとらえてみることができ
る。CSPは，主に，高度に専門化された商品を生産・販売している製造業者に
よって採用される販売促進のタイプとなっている。CSPは，1つの製造業者が
生産・販売している全てのブランド・ポートフォーリオについて適用してみる
ことができる販売促進策といってみることができる。製造業者は小売業者に向
けて商品を出荷する際，1種類の同じ商品を店頭にそのままディスプレイする
ことができるようになったパレット（ready-to-display pallet）に入れて出荷す
ることになる。商品は全てパレットに入れて小売店に搬入されることになるた
め，小売業者は商品を1つ1つ棚に陳列するという作業を省いてしまうことが
できるようになっている。こうした，棚にそのままディスプレイすることがで
きるようになったパレットは，商品の飾り付けの仕方ということが重要な問題
として浮かび上がってくることのないような，ウェアハウスストア（倉庫型店
舗）や自動車部品を取り扱っている小売業者の場合にはとても有効である。そ
の製造業者が生産・販売しているブランドの全てについてインセンティブを提
供してやることができるようになれば，製造業者は小売業者に強力に働き掛け
て，小売業者がその製造業者が生産・販売しているブランドの一部ではなく，
全てのブランドを取り扱ってくれるようにすることができるようになるのであ
る。45）
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⑶ プロデューシング・プラント・アローワンス
製造業者は小売業者を対象としてプロデューシング・プラント・アローワン
ス（producing plant allowance : PPA）とよばれるインセンティブを提供すると
いうやり方を採用してみることができる。この場合，小売業者は，トラック1
台分の商品を購入する，あるいはトラック2分の1台分の商品を購入すると，
それに対して大幅なディスカウントを提供してもらうことができるようにな
る。商品の輸送には多額の費用が必要となってくるため，製造業者は常に，輸
送費を削減することができるような方法を探し求めている。わずか1店舗ある
いは2店舗程度の小売店舗に商品を搬入するために必要となってくる輸送費
と，10店を超える小売店舗の1店1店に商品を搬入するために必要となって
くる輸送費を比べてみると，後者の方が多くなってくる。規模の小さな製造業
者，あるいは，ある特定の商品の生産・販売に高度に専門化した製造業者は，
通常，ある特定のディストリビュータあるいはそのほか何らかのタイプの中間
流通業者を使って商品を販売するというやり方を取っていることが多いわけで
あるが，PPAはそうした製造業者がよく採用する流通業者向けインセンティ
ブのタイプとなっている。こうしたやり方を取ることができるようになれば，
製造業者は商品を輸送するために必要となってくる費用を削減することができ
るようになるわけであるが，それだけではなく，小売業者や製造業者は，本来
ならばディストリビュータに持っていかれてしまっていたはずのお金を取って
おくことができるようになるのである。Procter & Gambleなどのような大手の
製造業者の場合には，1回に注文してくれる商品の量が一般に少ない，規模の
小さな小売業者についてのみしかこの PPAは使っていない。グローサリー・
ストアや家具店，さらにはスポーツ用品店などは，自店の売上高（販売量）を
増大させ，そうすることによって自店の利益を増大させることができるように
するため，「トラックロード・クリアランス」セール（トラック1台分の商品
在庫一掃セール）を実施することが時折ある。46）
164 松山大学論集 第26巻 第6号
⑷ バック・ホール・アローワンス
流通業者向けインセンティブのもう1つのタイプが「バック・ホール・アロ
ーワンス（back haul allowance : BHA）」である。BHAは小売業者が商品の輸
送費を払ってくれた場合に提供されることになる。PPAと BHAの基本的な相
違点は，BHAの場合には商品を輸送するために必要なトラックの手配は製造
業者ではなく小売業者によって行われることになるという点にある。バック・
ホール・アローワンスが実施されていた場合，小売業者は自社が支払うことに
なった商品の輸送費を全て吸収してしまうことができるようになるとともに，
PPAと比較してずっと多額の，流通業者向けインセンティブとしてのアロー
ワンスを手にすることができるようになる。47）
⑸ クロス・ドック・アローワンスあるいはペダル・ラン・アローワンス
規模は小さいが複数の店舗を持っているという小売業者の場合には，「クロ
ス・ドック・アローワンス（cross-dock allowance）」，言葉を換えていうならば
「ペダル・ラン・アローワンス（pedal run allowance）」を利用することができ
る。この種のタイプのアローワンスを提供してもらえるようになるためには，
小売業者はトラック1台分の商品を発注してやるようにすることが必要となっ
てくるわけであるが，発注されたトラック1台分の商品はこの小売業者の同じ
地理的地域に立地している複数の店舗に仕分けされて届けられることになる。
たとえば，ここに半径50マイル内に8つの店舗を持つ規模の小さな小売業者
があるものとしよう。この場合，この小売業者が製造業者に対してトラック1
台分の商品を一括して発注すると，製造業者は発注されたグローサリー商品を
この小売業者の8つの店舗にそれぞれ仕分けして届けてくれるようになる。ク
ロス・ドック・アローワンスについて指摘しておかなければならない重要な点
の1つは，個々の店舗にはパレット単位で商品が届けられることになるという
ことである。パレット単位で積み降ろし作業が行われることになるため，各店
舗への納品の作業をより迅速に行うことができるようになるのである。48）
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⑹ プレミアム・パック
流通業者向けインセンティブの最後のタイプが「プレミアム・パック
（premium pack）」あるいは「ボーナス・パック（bonus pack）」といわれるもの
である。ここでは，小売業者に対して商品の価格を割り引いて提供してやると
いうやり方を取るのではなく，商品を無料で提供してやるというやり方が取ら
れることになる。この場合たとえば，製造業者は，次の60日間に小売業者が
20カートン発注してくれた場合には，それに対して1カートンだけボーナ
ス・パックとして提供してやるというやり方を採用してみることができる。ボ
ーナス・パックは小売業者に対して無料で提供されるもので，ここではある特
定の日に商品を発注してくれた場合にボーナス・パックを提供するとか，予め
設定されている最低の発注量を超えた場合にボーナス・パックを提供するとい
うやり方が採用されることになる。無料の商品を製造業者に提供してもらうこ
とができるようにするためには，小売業者としては，予め設定された日に商品
を発注することという規定と，予め設定されている一定数量以上商品を発注す
ることという規定を守ることを要求されることが多くなっている。49）
流通業者向けインセンティブは，消費者向け販売促進と連動して実施される
ことが多い。たとえば，オートバイの Harley-Davidsonは，自社が発行するよ
うになった Chrome Visaカードに対する消費者の関心を増大させることができ
るようにするため，消費者向けには Harley Dream Sweepstakesという消費者向
け販売促進を実施し，小売業者向けには流通業者向けインセンティブを実施す
るというやり方を採用している。消費者を対象とした販売促進においては，52
週間にわたって，毎週毎週，Big Twinというオートバイを賞品として提供する
というやり方が採用されている。Chrome Visaカードを持っている人たちは，
カードを使って買い物をした場合には，買い物1ドルにつき1回，スウィープ
ステイクスにエントリーすることができるようになっていたわけであるが，
Harley-Davidsonは，販売促進に協力してくれている Harleyの取り扱い店でカ
ードを使って買い物をした場合には，買い物1ドルにつき2回，スウィープス
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テイクスにエントリーすることができるように，エントリー可能回数を増や
すという手を取っている。Harleyの取り扱い小売業者を刺激付けし，彼らが
Chrome Visaクレジット・カードを作ってくれるように消費者に積極的に働き
掛けてくれるようにするとともに，小売業者が自店のカウンターにディスプ
レイを設置してくれるようにするため，Harley-Davidsonは流通業者向けイン
センティブを実施している。顧客が Chrome Visaカードの申込書に必要事項
を記入してくれ，最終的に加入が認められるようになった場合，そういう顧客
1人につき20ドルのクレジットを，その小売業者が取り扱っている Harley-
Davidsonの商品に対してもらえるようになっていたのである。50）
3－13 流通業者向けコンテスト
製造業者は，売上高目標あるいはそのほかの目標を達成するため，流通業
者向けコンテストを実施することがある。Tellisは「流通業者向けコンテスト
（trade contest）」について，製造業者が企画・立案して実施されるもので，小
売業者同士で競争をしてもらい，所定の販売目標（sales target）を達成するこ
とができた小売業者に対して報奨を提供するという販売促進策をいう，51）とい
う説明の仕方をしているわけであるが，マーケターは実際には，流通業者向け
コンテストを，ブローカー対ブローカー，卸売業者対卸売業者，ある特定の同
じ小売チェーンの店舗同士，小売チェーン対小売チェーン，さらにはまた所定
の小売店舗の店員同士というふうに，さまざまなレベルで実施してみることが
できる。52）
流通業者向けコンテストは，提供される報奨が現金や無料の見本などといっ
たものではないという点，もっというならば商品の価格とは直接関係のない報
奨が提供されることになるという点を除くと，販売目標インセンティブと似て
いるということができる。53）
流通業者向けコンテストにおいては，同じ地域の小売業者についてはすべて
同一の販売目標を設定するというやり方であるとか，あるいは地域に関係なく
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全て同一の販売目標を設定するというやり方，あるいはまた，個々の小売業者
の前年度の売上高実績に対するコンテスト期間中の売上高の伸び率を基準とし
て設定するというやり方を採用してみることができる。共通の販売目標を設定
するというやり方を採用すれば，全ての小売業者を同じ土俵の上に立たせて競
争させることができるようになるわけであるが，設定された販売目標によって
は，それを達成することが極めて困難な小売業者と，達成することが極めて容
易な小売業者が出てくることになる。前年度の売上高実績に対する伸び率を基
準として販売目標を設定した場合には，全ての小売業者から売上高の増大とい
う成果を引き出すことができるようにはなるわけであるが，前年度の売上高実
績が芳しくなかった小売業者の場合には達成が容易になり，前年度の売上高実
績が顕著であった小売業者の場合には達成が難しくなってしまうという問題を
抱えている。いずれにしろ，コンテストにおける販売目標は，公平さというこ
とを考えて十分に低く，しかも，小売業者の販売意欲の刺激付けということを
考えて十分に高い販売目標を設定してやるようにすることが大切となってく
る。54）
このように，製造業者はたとえば Kマート対ウォルマートを対象としたコ
ンテストというふうに，流通業者向けコンテストを小売業者同士で実施してみ
るというやり方を取ってみることができるわけであるが，実際には，流通業者
向けコンテストが小売業者同士で行われることはまれである。その理由は，大
手小売業者においては，多くの場合，利害関係が複雑に入り組んでしまってお
り，コンテストに参加してしまうと，いろいろな問題が表面化してくるように
なる可能性があるからである。大手小売業者のバイヤーは流通業者向けコンテ
ストに参加することを禁じられていることが多いわけであるが，それは，コン
テストに参加してしまうと，どうしても利害の衝突を避けることができなく
なってしまい，バイヤーが行う商品の仕入に関する意思決定が好ましくないや
り方で影響を受けてしまうようになる可能性があるからである。小売業者のバ
イヤーがこれまで仕入れていた商品とはまた異なる商品を積極的に仕入れてく
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れるようにすることこそが正に，流通業者向けコンテストを実施することに
よって製造業者が達成しようとしている目標といってみることができるわけで
あるが，バイヤーは500から2，500の店舗で取り扱う商品の仕入に関する意思
決定を任されており，それだけに，バイヤーには商品の仕入について相当程度
のプレッシャーが掛かることになるわけであるが，小売業者としてはバイヤー
が仕入れる商品がしょっちゅう変わってしまっても困るわけで，そのような意
味で大手小売業者の多くは，自社のバイヤーが製造業者が実施する流通業者向
けコンテストに参加することについては難色を示すことになる。55）
個々の店舗単位でコンテストを実施してみることもできるわけであるが，地
域を決めてコンテストを実施してやるようにすると，最も高い効果を期待する
ことができるようになるという評価の仕方をチャネルのメンバーたちはしてい
る。加えてまた，流通業者向けコンテストは，実際には，ある特定のブランド
のみを販売する自動車ディーラーやトラックのディーラー，あるいはボートの
ディーラーのように，一手販売権を与えられた販売店を対象として実施される
ことが多くなっている。56）
流通業者向けコンテストの最後のタイプが，さまざまなタイプの小売店で働
いている販売員を対象として実施されるコンテストである。この種のタイプの
流通業者向けコンテストのゴールは，製造業者が小売店の販売員に働き掛け
て，彼らが競合他社ブランドではなく，わが社のブランドを積極的にプッシュ
（推奨）してくれるようにすることにある。この種のタイプのコンテストは，
小売店の販売員の間では極めて馴染みのある販売促進策で，耐久消費財（たと
えば冷蔵庫やボート，さらには皿洗い機などがこれになる）を生産している多
くの業界でよく採用される販売促進策となっている。57）
Wilson Golfは，ゴルフ用品のプロ・ショップを刺激付けして，彼らがゴル
フ・ボールの Ultraというラインを店の棚に積極的にディスプレイしてくれる
ようにすることを狙って，ミステリー・ショッパー・プロモーションを実施し
たことがある。ミステリー・ショッパー・プロモーションを開始する前に，
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Wilsonは，Ultraという商品ラインを割り引き価格でプロ・ショップに販売す
るとともに，プロ・ショップの店内に置いてもらうための特別のディスプレイ
を制作している。この後，無作為に抽出された2，000軒のプロ・ショップをミ
ステリー・ショッパーが訪れることになるわけであるが，ミステリー・ショッ
パーは自分が訪れたプロ・ショップが Ultraラインのブランドのそれぞれ異な
るモデルのディスプレイを少なくとも3つは店頭に置いてくれているかどうか
ということをチェックするとともに，商品もちゃんと並べてくれているかどう
かということを確認し，コンテスト実施中のプロ・ショップの店の中に実際に
入ってゆくことになる。ミステリー・ショッパーが訪れた2，000軒のプロ・
ショップのうち，50パーセントは製造業者が制作したディスプレイを設置し
てくれており，70パーセントは Ultraブランドの4種類以上のモデルを客の目
に止まりやすいところに陳列してくれているということが明らかとなる。この
コンテストにおいては，フロリダ州のタンパ・ベイにある Avila Country Club
が大賞の50，000ドルの賞金を獲得することになる。Wilsonは，この流通業者
向けコンテストの結果に大変満足することになる。製造業者が制作したディス
プレイを設置してくれるようになる小売業者の割合が10パーセントを超える
などといったことは，普通では考えられないからである。58）
コンテストにおいて提供すべき報奨としては，コンテストでも実施されてい
ない限り小売業者が夢中になるようなことのないようなもので，製造業者が自
社商品に対する小売業者の販売意欲を刺激付けしたり，自社商品に関する小売
業者の知識を高めてやるのに役立ててみることができるようなものを選んでや
るようにすることが大切となってくる。アメリカにおいては，コンテストの報
奨としては，ハワイへの無料旅行券を提供するというやり方がよく採用されて
いる。加えてまた，製造業者は，コンテスト実施に際しては，小売業者を対象
としたコンテストに関する徹底的な広告活動を展開するという手を採用してみ
ることも可能である。コンテストの優勝者には素晴らしい表彰額を提供して
やったり，流通業者向けに発行されているブレティンで優勝者を紹介してやっ
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たり，大勢の人の前で優勝者を表彰してやるという手を取ってみることも可能
である。自分がコンテストの優勝者であるということが人に知らされるように
なれば非常に名誉なことで，また，コンテストは小売業者の競争心をかきたて
てくれるようになるだけに，それらの要因が，コンテストで提供される報奨
の，金銭的な価値だけでは引き出すことができないような，十分なやる気を小
売業者から引き出してくれることになるのである。59）
3－14 教育訓練プログラム
流通業者向け販売促進の1つのタイプとして，教育訓練の提供ということを
中身とした教育訓練プログラムという販売促進策をあげてみることができ
る。60）
小売店で販売されている多くの商品が，各種各様のブランドならびにモデル
の特性やベネフィット，さらにはプラス点などに関する情報を消費者に提供し
てやることができる，豊富な知識を持ったセールスパーソンを必要としてい
る。消費者が商品を購入しようとしている際，豊富な知識を持った小売店の店
員に助言を求めてくる場合が多い商品の具体的な例としては，化粧品や家庭用
電気製品，コンピュータ，消費者用エレクトロニクス，さらにはスポーツ用品
をあげてみることができる。61）
製造業者は小売業者の店舗において仕事をしている販売スタッフのメンバー
を対象として，あるいはまた卸売業者を対象として，教育訓練プログラムを提
供するというやり方を採用することがしばしばある。多くの小売業者や卸売業
者が複数のブランドを取り扱い，販売している。製造業者は小売業者や卸売業
者のセールスパーソンに対する教育訓練にとても積極的な姿勢を持っているわ
けであるが，それは，教育訓練を実施してやるようにすると，製造業者のブラ
ンドについてより豊富な知識を持ってもらえるようになるからにほかならな
い。小売業者や卸売業者のセールスパーソンを対象とした教育訓練を行ってや
るようにすると，彼らが競争他社ブランドではなく，教育訓練を受けた製造業
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者のブランドを積極的に推奨してくれるようになる可能性をさらに一層高める
ことができるようになる。ほかのブランドよりも製造業者のある特定のブラン
ドに対してより多くの知識を持ってもらうことができるようにしてやれば，ほ
かのブランドではなく，製造業者のそのブランドに対してより強い選好を抱い
てくれるようにすることができるようになるのである。62）
製造業者は取引先小売業者のセールスパーソンを対象とした販売教育支援を
いろいろなやり方で実施してみることができる。製造業者はある特定の商品あ
るいは商品ラインに関する知識を高めるために小売業者のセールスパーソンが
参加することができるような教室，言葉を換えていうならば教育セッションを
開いてみることができる。教育セッションでは当該製造業者の商品の売り方に
関する知識やアイデアを提供するとともに，小売業者のセールスパーソンの販
売意欲を高めることができるようなカリキュラムを組んでやることもできる。
小売業者のセールスパーソンを対象とした販売教育のための教室は，パソコン
や自動車，スキー用品などの高額商品，あるいは，より複雑な商品を販売して
いる企業が開設することが多い。63）
製造業者は小売業者のセールスパーソンを対象とした販売教育支援を自社の
営業スタッフを使って行うというやり方を採用してみることもできる。ここで
は，製造業者のセールスパーソンは小売業者のセールスパーソンと一緒になっ
て仕事をしながら，自社の商品ラインに関する教育を行うとともに，顧客に対
する商品売り込みのコツや，商品に関するそのほかの情報を提供してやるとい
うやり方が採用されることになる。この場合，製造業者のセールスパーソンは
小売業者の販売スタッフと定期的に接触することができるようになるために，
彼らを対象とした継続的な販売教育を実践することが可能で，自社の商品ライ
ンの変更点であるとか，自社商品の市場における販売動向，さらには，競争企
業の動きなどに関する情報をすぐに伝えてやることができるようになる。64）
製造業者はもっとほかの方法を用いて，再販売業者のセールスパーソンに対
する教育や販売面の支援を提供してやることも可能である。たとえば，製造業
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者は詳細な販売マニュアルや商品のブロシュア（パンフレット），商品の手引
書などを再販売業者のセールスパーソンに提供するというやり方を採用してみ
ることができる。最近では，多くの企業が商品に関する情報，商品の使用方法
を具体的に説明している場面，さらには，商品を販売する際のアイデア等を映
像化したビデオテープを小売業者のセールスパーソンに提供するというやり方
を採用している。製造業者は，販売スタッフ向けに開発されたこうした各種の
販売支援策を，顧客に情報を提供するための手段としても活用してみることが
できる。65）
マサチュウセッツ州に本社を置く Savings Bank Life Insurance（SBLI）は，
自社が販売している商品のうちのいくつかについてその売上高を増大させるこ
とができるようにするため，流通業者向け販売促進の一環として教育訓練プロ
グラムを加えることにするという意思決定を行うことになる。SBLIはメイン
州，マサチュウセッツ州，ニュー・ハンプシャー州，そしてロードアイランド
州にある200の銀行を通じて，年金保険（annuity insurance）や物損人身保険
（property casualty insurance）を販売している。銀行という流通チャネルを通じ
て販売している商品の売上高が SBLIの全体の売上高に占める割合はわずか20
パーセントにしかすぎないわけであるが，SBLIは銀行という流通のチャネル
を，自社商品の販売チャネルとして積極的に利用すべき成長市場としてとらえ
ていたのである。当時，大部分の行員は保険商品についてほとんど知識を持っ
ておらず，そのため，保険商品を売る力を十分に持っていないということが，
SBLIやほかの保険会社が抱える重要な問題となっていた。そこで SBLIは，
銀行の行員たちを対象とした保険商品に関する専門的な教育訓練を実施すると
ともに，自社が取り扱っている保険商品の価格をもっと安くすることによっ
て，売上高を増大させることができるようにする必要があると考えるようにな
る。そして SBLIは銀行業界だけを意識したウェブ・サイトを立ち上げること
なる。銀行各社は自行のウェブ・ページのアドレスを SBLIが開設したウェ
ブ・サイトを通じて顧客に知らせてやることができるようになるとともに，
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SBLIが開設したウェブ・ページから自行のウェブ・ページにリンクを張るこ
ともできるようになってゆく。その結果，銀行各社を通じて行われる SBLIの
保険商品の売上高が増大するようになるばかりではなく，銀行間，銀行の行員
間，さらには銀行や銀行の行員と SBLI間の強力な，新しい関係が構築されて
ゆくようになる。66）
競争の極めて激しいソフトウェア市場において勝ち抜いてゆくことができる
ようにするため，マイクロソフトは，付加価値の高い再販売業者を対象として
教育訓練プログラムを展開することになる。その教育訓練プログラムは，
「Helping Clients Succeed」と名付けられることになる。マイクロソフトのソフ
トウェアに関する再販売業者の知識を高めてもらうことができるようにするた
め，3日間のワークショップが開かれることになる。マイクロソフトの販売代
表（セールスパーソン）たちは，これまで伝統的にテクノロジーを売ることに
力を集中させてきていた。これに対して，再販売業者たちの間では，顧客が抱
えている問題の解決策の提供ということに焦点を当てるという傾向が顕著に認
められたのである。マイクロソフトが実施した教育訓練プログラムの基本的な
狙いは，再販売業者に働き掛けを行うことによって，再販売業者がマイクロソ
フトの各種ソフトウェアに関するコンサルティング販売を行う際には，マイク
ロソフトの生産現場の代表者を積極的に使ってくれるようにすることにあった
のである。SBLIは小売業者レベルの従業員の教育訓練ということに焦点を当
てていたわけであるが，マイクロソフトは再販売業者あるいは卸売業者レベル
の従業員の教育訓練ということに焦点を当てていたのである。67）
3－15 コンベンション，トレード・ショー，ならびに展示
⑴ コンベンション
「コンベンション（convention）」とは，所定の団体の構成メンバーに一堂に
会してもらい，意見の交換や，イベントの企画・立案，あるいは新製品の綿密
な評価を行ってもらうために定期的に開催される会合（一般的には年次イベ
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ントという形をとる場合が多い）をいう。コンベンションは業界団体（trade
association）や同種の専門的職業の人びとによって構成される団体（professional
association）がスポンサー（主催者）となって開催される場合が最も多いわけ
であるが，近頃は独立のオーガナイザーによって開催されるこの種の会合も多
くなってきている。商品の展示ということを主な目的として開催されるコンベ
ンションはこれを，それに参加する人はどのような人たちかということを基準
として，3つのグループに分類してみることができる。そのうち，関連業者の
みを対象として開催されるものを「トレード・ショー（trade show）」，一般の
消費者を対象として開催されるものを「消費者ショー（consumer show）」，そし
て，関連業者ならびに一般消費者の双方を対象として開催されるものを「混成
ショー（mixed show）」という。68）
⑵ トレード・ショー
再販売業者を対象とした販売促進活動において重要な意味を持ってくるよう
になるのがトレード・ショーである。トレード・ショーはある種の展覧会
（フォーラム）で，これに参加すれば，製造業者は自社商品を現在購入してく
れているバイヤー，あるいは，将来自社商品を購入してくれるようになる可能
性のあるバイヤーを対象とした自社商品のディスプレイを行うことができるよ
うになる。Trade Show Bureau（トレード・ショー協会）によると，アメリカ
ならびにカナダで年間に開催される約15，000のトレード・ショーを訪れる人
の数は1億人を超えており，また，トレード・ショーに出品する企業の数は
130万社を超えるということが明らかにされている。69）
多くの業界において，トレード・ショーは自社の商品ラインをディスプレイ
し，顧客との間で積極的な情報の交換を行うための重要な機会を作り出してい
る。トレード・ショーには卸売業者そのほかの再販売業者の営業担当者はもち
ろんのこと，大規模小売チェーンにおいて重要な地位に就いているマネジメン
ト・クラスの人が訪れることもしばしばある。
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ビー・ツー・ビー・マーケティングにおいては，トレード・ショーに投入さ
れる費用の総額は，広告や販売促進に次いで3番目に多くなっている。毎年
120億ドルを超える費用がトレード・ショーに投入されている。規模の大きな
トレード・ショーになると，それに参加するために70，000ドルから100，000
ドルは経費が必要となってくる。この経費のなかには，航空券（交通費）やホ
テル代（宿泊費），交際費（entertainment cost），ブース代，さらには機材費
（equipment）が含まれている。小売業者としては，トレード・ショーに社員を
1人行かせるのに約600ドルの費用が必要となってくる。
製造業者の視点に立って考えてみると，トレード・ショーは潜在的な顧客を
発見する機会，さらには新製品を販売する機会を与えてくれるようになる。加
えてまた，トレード・ショーに参加してやるようにすれば，製造業者は，現在
の顧客との間の関係をさらに一層強化することができるようになる。トレー
ド・ショーに参加してやるようにすれば，競争企業がいまどのようなことをし
ているかということを明らかにすることができるようになる。多くの場合，ト
レード・ショーに参加してやるようにすれば，製造業者の営業チームは，ビ
ー・ツー・ビー用品の顧客企業の意思決定担当者や購買担当者と直接接触する
機会を作り出すことができるようになる。マーケターは，商品のブランド・ネ
ームをしっかりと記憶してもらうことができるようにするだけではなく，企業
の好ましいイメージをさらに一層増大させるための手段としてトレード・ショ
ーを利用してみることができる。70）
小売業者の視点に立って考えてみると，トレード・ショーに参加してやるよ
うにすれば，小売業者のバイヤー（仕入担当者）は，商品の比較をしてみるこ
とができるようになるとともに，将来取引が見込まれる何社かの企業と短期間
のうちにコンタクトを取ることができるようになる。場合によっては，小売業
者は，特別の条件で商品を納入してもらえるようにするための交渉をトレー
ド・ショーの会場でしてみることができるようになることもある。トレード・
ショーは，お互いにこれからどのようにすれば効果的に協力関係を作り上げて
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ゆくことができるようになるかということについて，買い手と売り手が意見を
交換するための，非公式的で，リラックスした，緊張のほぐれた状態で話をす
ることができる場を提供してくれる，理想的な空間ということができる。71）
全米的な規模のトレード・ショーや国際的なトレード・ショーのなかには，
何千人ものバイヤーが訪れるトレード・ショーがある。トレード・ショーを確
実に成功にまで導くことができるようにするためには，製造業者としては，重
要な買い手を見付け出すことができるようにするとともに，わが社の商品を購
入してくれる可能性のないようなバイヤーとはあまり多くの時間を使い過ぎな
いように心掛けておくことが大切となってくる。トレード・ショーの会場を訪
れる数多くのバイヤーと接触を試みながら，最も有望なバイヤーを絞り込んで
ゆくことを「見込客の絞り込み（prospecting）」という言葉でよんでいる。72）
トレード・ショーにやってくるバイヤーは5つのカテゴリーに分類してみる
ことができる。「自らの教育の機会（自己啓発の機会）を求めてやってくるバ
イヤー」とは，商品の仕入について関心があるわけではなく，商品を眺めて見
て回るとか，必要に応じて商品をしっかりとチェックしてみるとか，商品につ
いて深く勉強してみたいと思ってトレード・ショーにやってくるバイヤーをい
う。「態度の強化を求めてやってくるバイヤー」とは，自分が行った商品購入
意思決定は正しかったんだということを改めて確認することができるようにな
ればと考えてトレード・ショーにやってくるバイヤーをいう。「自社が抱えて
いる問題の解決策を探し求めているバイヤー」とは，自社が抱えているある特
定の具体的な問題を解決するための方策を探し求めてやってくるバイヤーで，
彼らは，自社が抱えている問題の解決に役立つ商品であれば購入したいという
意向を持っている。「購買担当チーム」は自社の業務を遂行するために必要と
なってくる優れた取引相手を探し求めている購買担当チームで，彼らは通常，
その商品がいい商品であれば仕入れてもよいという意向を持っている。最後に
「パワー・バイヤー」とは，商品の仕入に関する権限を与えられた上級マネジ
メント，あるいは，商品の仕入に関する権限を与えられた重要な購買代理人を
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いう。73）
商品の仕入については関心がない，自らの教育の機会，自己啓発の機会を求
めてやってきたバイヤー（education seeker）については，これを有望な見込客
のリストから外しておくようにすることが大切となってくる。製造業者がトレ
ード・ショーの場において力を集中させなければならないバイヤーは，自社が
抱えている問題の解決策を探し求めているバイヤー（solution buyer），購買担
当チーム（buying team），ならびに，パワー・バイヤ （ーpower buyer）である。
トレード・ショーに訪れたバイヤーに対してこちらが適切な質問を投げ掛けて
やることができるようになれば，彼らが返してくる答えを参考にしながら，
そのバイヤーは自社が抱えている問題の解決策を探し求めてやってきているバ
イヤーであるかとか，そのバイヤーは購買担当チームのバイヤーであるかと
いったことを見抜くことができるようになる。なかでもパワー・バイヤーに
ついては，そのバイヤーがパワー・バイヤーとしての性格を持ったバイヤーで
あるということを識別することはなかなか難しいといってみることができる。
というのは，パワー・バイヤーは，自分がどのような目的でトレード・ショー
に訪れているかということを悟られたくないという気持ちを強く持っているか
らである。彼らはトレード・ショーを訪れる際には，社章（badge）を外して
くるため，ブースを開設している企業の担当者には，いま自社のブースを訪れ
ているその人間がどこの人間であるかということを把握することは難しいので
ある。74）
アメリカ合衆国においては，トレード・ショーの期間中に取引が成立するよ
うになることは極めて稀といってよい。買い手と売り手はトレード・ショーの
場で出会い，接触することができるようになり，意見を交換する機会がもたら
されるようになり，場合によっては交渉にまで進んでゆくケースもあるわけで
あるが，商品の売買契約にまで結び付いてゆくようになることは稀といってよ
い。トレード・ショーの場においては一般に，製造業者は，後日フォロー・
アップを掛けるべきリーズ（leads）ということで，ブースを訪れた人と名刺
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の交換を行っておくというやり方が取られることになる。アメリカのバイヤー
の場合にはそうしたやり方が取られることになるわけであるが，海外から訪れ
たバイヤーについては，また別の対応の仕方が求められることになる。75）
トレード・ショーに海外の企業からやってくるバイヤーとトレード・ショー
にアメリカ国内の企業からやってくるバイヤーを比較してみると，いくつかの
点で違いが認められる。まず第1に指摘してみることができる重要な相違点
は，海外の企業からトレード・ショーにやってくるバイヤーは，商品の仕入を
行う権限が与えられた上級経営管理者（senior executive）である場合が多いと
いうことである。彼らは，5つのバイヤーのタイプのうちのパワー・バイヤー
として位置付けてみることができる。アメリカの製造業者としては，海外から
トレード・ショーにやってくる企業のバイヤーは，トレード・ショーが終わっ
てからではなく，トレード・ショーが開催されている期間中に取引を済ませた
いという考え方を持っていることが多いということを頭に入れておく必要があ
る。第2の相違点は，トレード・ショーに海外の企業からやってくるバイヤー
は，企業が開設している1つ1つの展示ブースに滞留する時間が長いというこ
とである。彼らは，企業が開設しているブースに長い時間留まって，そこでよ
り詳細な情報を手に入れ，学んでいこうとする傾向が強い，何かを手に入れて
やろうという姿勢が認められる。トレード・ショーが開催されている会場を訪
れるとなると旅費が必要となってくるわけで，それだけに，海外の企業から
やってくるバイヤーは，アメリカ企業の平均的なバイヤーと比較して，より詳
細な情報をどうにかして手に入れたいという気持ちを強く持っている。トレー
ド・ショーに海外の企業からやってくるバイヤーの数が増えてくると，トレー
ド・ショーの主催者（trade show center）としては，面談をするスペース（meeting
space）や会議場（conference space），さらには買い手と売り手が食事をしなが
ら，顔を突き合わせて商品の売買について交渉を進めることができるような空
間を設けてやるようにすることが必要となってくる。国際的なトレード・ショ
ーについてみると，ビジターの数はこの10年で大幅に増大している。76）
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トレード・ショーはほかの面でも変わってきている。規模の大きな全米的な
トレード・ショーあるいは国際的なトレード・ショーをみてみると，ニッチ型
のトレード・ショ （ー分野別のトレード・ショー）に取って代わられつつある。
たとえば，1990年代においては，スポーツ用品関係の超大規模トレード・ショ
ーには，各種スポーツ用品を生産・販売している企業のバイヤーたちが多数訪
れていた。たとえば，シカゴで開催される National Sporting Goods Association
World Sports Expoには，1990年台の半ばまでは90，000人を超える来場者が訪
れていた。このトレード・ショーの来場者は，今では40，000人を切ってしまっ
ている。製造業者や小売業者は，今では，スポーツのある特定の1つの種目に
焦点を当てた専門性の高いトレード・ショー（specialty trade show）に訪れる
ことが多くなっている。規模の小さなトレード・ショーの場合には会場を設営
するために必要な費用は低く抑えることができるようになるわけで，また，そ
うしたトレード・ショーに参加している企業の考え方を聞いてみると，トレー
ド・ショーは規模が小さい方が，有望な顧客との接触を実現するのにずっと効
果的であるというとらえ方をしていることが分かる。多くの企業が，規模の大
きなトレード・ショーになると，たとえ参加することができるようになったと
しても，会場は人で溢れ，来場者の目を釘付けにすることができるようになる
ことはまずないという受け止め方をしている。77）
全国的な規模の総合的なトレード・ショーに参加するようにすればよいか，
それとも，ある特定分野の商品に焦点を絞った，専門性の高いトレード・ショ
ーに参加するようにすればよいかという意思決定場面に立たされた場合，そう
した内容の意思決定に影響を与えるようになるのが，企業が設定している目標
である。企業のブランド・ネームあるいは企業の名前をもっと多くの人に知っ
てもらいたいという場合には，全国的な規模の総合的なトレード・ショーに参
加するようにすると，より高い効果を期待することができるようになる。それ
に対して，次に示すような3つの場面に置かれている場合，特に次のような目
標が設定されている場合には，専門性の高いトレード・ショーに参加するよう
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にすると高い効果を期待することができるようになる。78）
1．顧客の数（client base）を短期間で増大させる
2．市場における新ブランドの地位を確立する
3．新製品のプロモーションを行う
どのようなタイプのトレード・ショーに参加することにするかということを
明らかにしようとする際，製造業者はトレード・ショーに来場してくれるよう
になる顧客の数に目を奪われてしまわないように注意しておく必要がある。規
模の大きなトレード・ショーになると，来場者の数もそれだけ多くなることが
期待できるわけであるが，企業が接触したいと考えている顧客の特性と当該ト
レード・ショーに実際にやってくる来場者の特性がマッチしていなかった場合
には，そうしたトレード・ショーに参加してしまうと，無駄をたくさん抱えて
しまうことになってしまうのである。そのトレード・ショーにやってくる人た
ちが，製造業者が狙うべき標的顧客のプロフィールと適合しているかどうかと
いうことを明らかにするための簡単な方法の1つとしては，自社の現在の顧客
に，あるいは自社のライバル企業に，いつもどのようなトレード・ショーに
行っているかということを尋ねてみるというやり方をあげてみることができ
る。何千ドル，何万ドルという費用をトレード・ショーに投入する前に，製造
業者は，そのトレード・ショーにはどのような人たちが訪れ，そのトレード・
ショーは企業が達成すべき目標ならびに企業が狙うべき標的市場とどの程度う
まくマッチングしているかということを明らかにしておくようにすることが大
切となってくる。トレード・ショーは全般的な IMCプログラムの目標と適合
したものとなっているとともに，当該 IMCプログラムにおいて使われること
になっているほかのマーケティング・ツールと適切に連動したものとなってい
ることが大切となってくる。79）
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⑶ 展 示
「展示（exhibit）」とは，自社商品を見てもらうために製造業者がコンベン
ションの会場に設置したディスプレイをいう。製造業者は通常，展示空間の使
用料を払うことになっているわけであるが，それだけではなく，製造業者は自
社が加盟している協会が主催するショーの経費の一部を負担することになって
いるというのが普通である。
展示はこれをいくつかのゴールを達成するために役立ててみることができ
る。展示の基本的なゴールは，製造業者の商品に対する認知率を増大させると
ともに，新規の顧客との接触を図る，さらには現在の顧客との接触をさらに一
層深めることにある。展示のそのほかのゴールとしてはコンファレンスについ
てみた場合のゴールと全く似たようなゴールをあげてみることができる。われ
われは展示が行われているその場所で商品の注文を獲得する，ときによっては
展示が行われているその場で即注文に応じるというゴールを展示を通じて達成
することができるわけで，製造業者には展示を通じて達成されたゴールを短期
間のうちに売上高にまで結び付けることが期待されている。われわれは展示を
通じて，展示に必要なコストを補って余りあるほどの売上高を達成することが
できるようになる場合がある。たとえば，コンベンションにおいてあるレベル
の売上高を達成するために必要となってくるコストは，営業訪問を通じて同じ
レベルの売上高を達成するために必要となってくるコストの約3分の1程度し
かかからないという報告もある。コンベンションを実施すればこのように高い
効率性を達成することができるようになるわけであるが，その重要な理由とし
ては，コンベンションを実施すれば，ずっと短い期間で，ずっと少ない人件費
で，ずっと多くのクライアントを引き付けることができるようになるという点
をあげてみることができる。特に，規模の小さな企業，新しい企業，あるい
は，顧客によりよい条件を提示することができる企業の場合には，展示を実施
すればずっと高い効果を期待することができるようになる。展示を行ってやれ
ば，顧客は企業とのこれまでの取引関係のみを頼りとするのではなく，そうし
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た関係とはまた別に，各種製造業者の商品，ブランドをその場で直接比較し，
自社にとってどの商品がより望ましいかの評価・判断を下すことができるよう
になる。80）
3－16 セールス・コンファレンス
「セールス・コンファレンス（sales conference）」とは，予め日時と場所を設
定しておき，所定の地域に所在するすべての小売業者を対象として開催され
る，製造業者主催の私的な会合をいう。81）セールス・コンファレンスの基本的
な狙いは，小売業者が製造業者のブランドを積極的に販売してくれるように，
彼らを動機付けすることにある。特にそれが魅力的な場所で開催されるイベン
トとなっていたり，エンターテインメントを伴うイベントとなっていた場合に
は，製造業者が主催して開催されるイベントであるということだけで十分に，
小売業者の参加を刺激付けすることができるようになる。たとえば製薬会社の
場合，医者に参加費用をすべて負担してやって，ケイマン諸島で4日間のコン
ファレンスを開催するというやり方を採用してみることができる。この場合，
患者に医薬品の処方を行う立場にある医者が，製薬会社と消費者とを結ぶ重要
な媒介者としての役割を担うようになる。旅行をさらに一層魅力的なものとす
るためには，主催者側の企業としては，昼間は教育的な内容のセッションを準
備し，夜は自由に参加できるエンターテインメントを企画しておくというやり
方を採用するようにすればよいかもしれない。あるいはまた，企業としては，
医者にほんのお印ばかりの費用を負担してもらい，家族の同行を認めてやると
いうやり方を採用してみることも可能である。そうしたインセンティブを提供
してやるようにすれば，製造業者に対する小売業者の愛顧心を創成し，小売業
者の参加意欲を刺激付けすることができるようになるとともに，商品のこれま
での販売実績に関する詳細な説明や基調講演，さらには同時通訳付きの討論な
どといったものを企画しておくようにしてやれば，コンファレンスに対する小
売業者のさらに一層前向きな姿勢を引き出すことができるようになるととも
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に，小売業者を飽きさせないようにすることができるようになるのである。82）
セールス・コンファレンスの2つ目の狙いは，ブランドに関する知識を小売
業者に持ってもらうことにある。たとえば，製造業者はコンファレンスのセッ
ションを利用してブランドに関する新しい情報を小売業者に提供してやると
か，ブランドの重要な特性を小売業者に徹底的に理解してもらうといったこと
を実現することも可能となってくる。さらにはまた製造業者は，小売業者自身
に活用してもらうために商品のパンフレットを提供してやるとか，消費者に渡
してもらうためにパンフレットを用意してやるという手を取ってみることもで
きる。こうした教育的な意味を持ったマテリアルの提供や，教育的な意味を
持ったセッションの開催は，コンファレンスを小売業者に対してただで提供さ
れる単なる旅行としてのコンファレンスに終わらせてしまわないようにするた
めにも重要となってくる。というのは，旅行をただで提供したりすると，それ
は政府による課税の対象となってくるわけで，専門的職業の人々によって構成
される団体にしても，そうしたただで提供される旅行については極力自粛する
よう会員に求めている場合が多いからである。たとえば，米国医師会（American
Medical Association）では会員に対して，教育的な価値という面からみて適切
性を欠いたギフトあるいはボーナスを製薬会社から受け取ることを自粛するよ
うに求めている，もっというならば，そうしたものを受け取ることを禁じてい
る。83）
コンファレンスの3つ目の狙いは，新製品市場導入の準備態勢を小売業者に
整えてもらうようにすることにある。エレクトロニクスやコンピュータ，さら
には自動車などのように技術革新の変化が激しい商品カテゴリーにおいては，
小売業者は毎年のように新製品が市場導入されることを心待ちにしている。そ
のような意味で，コンファレンスは製造業者が新製品を小売業者に売り込むた
めの理想的な場を提供してくれることになるのである。84）
製造業者はコンファレンスに参加する人たちの交通費や食費，宿泊費，さら
には娯楽費等を持ってやらなければならなくなるわけで，それだけに，製造業
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者としては，そうした費用負担をしても，コンファレンス開催によってもたら
される，これまで説明してきたようなベネフィットを十分に引き出すことがで
きるようになるかどうかということを，慎重に評価しておくようにすることが
大切となってくるのである。
3－17 ベンダー・サポート・プログラム
ベンダー・サポート・プログラムとは，小売業者や卸売業者，あるいは代理
商がそれぞれ企画・立案して実施する販売促進プログラムを製造業者がサポー
ト（支援）してやるという形の流通業者向け販売促進をいう。85）わざわざ指摘
するまでもないことであるが，ここで頭に入れておいてもらいたい点は，ベン
ダー・サポート・プログラムは，ベンダーが実施する各種の活動で，当該製造
業者にとって極めてためになるような活動があった場合に，それを背後から積
極的に支援してやることを意図して展開されることになるということである。
最もよく実施されるベンダー・サポート・プログラムがビルバック・アローワ
ンス（billbacks, billback allowance）と共同広告（co-op advertising）の2つであ
る。86）
⑴ ビルバック
「ビルバック」プログラムにおいては，小売業者が製造業者の商品（ブラン
ド）に特別のディスプレイを施してくれた場合や，小売業者が独自に流す広告
において製造業者のブランドを取り上げてくれた場合，あるいは，小売業者が
製造業者のブランドを値引きして販売してくれた場合，製造業者は小売業者に
対してなにがしかの金銭を支払ってやるというやり方が行われることになる。
この場合，すなわち，小売業者あるいは卸売業者が当該製造業者の商品（ブラ
ンド）に特別のディスプレイを施してやったり，自店が流す広告において製造
業者の商品（ブランド）を取り上げて訴求してやったり，あるいは，製造業者
の商品（ブランド）を値引きして販売してやったりした場合，必要となった費
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用は小売業者あるいは卸売業者が払っておくようにし，後日，小売業者あるい
は卸売業者がそれらのことをしてやるために必要となった費用を製造業者側に
請求することになるという意味で「billback」という言葉が使われている。製
造業者からみた場合のビルバックの重要なプラス点としては，こうした流通業
者向けインセンティブを実施してやるようにすると，小売業者はインセンティ
ブを実際に手にすることができるようにするために，製造業者が期待している
ような機能を，積極的に遂行してくれるようになるという点をあげてみること
ができる。ビルバックの2つ目の重要なプラス点としては，小売業者あるいは
卸売業者には当該製造業者の販売促進の対象となっている商品をとにかく定価
で販売しておいてもらい，後日，サポート・プログラムの対象となっている仕
事を小売業者が実際に行うことによって発生することになった費用の分だけを
計算して製造業者に請求してもらうことができるようになるという点をあげて
みることができる。87），88）
⑵ 共同広告
ベンダー・サポート・プログラムのなかでもビルバックよりももっと幅広く
採用されているのが共同広告である。共同広告のタイプとしては，実際には，
「水平的共同広告」，「原材料を生産している企業がスポンサーとなって展開さ
れる共同広告」，ならびに「垂直的共同広告」の3つをあげてみることができ
る。89）そのうちの最初の2つは流通業者向け販売促進策として分類することは
確かに難しいわけであるが，その目標ならびに狙いについて理解しておくこと
は大切なことである。
「水平的共同広告（horizontal cooperative advertising）」とは，商品あるいはサ
ービスを販売している小売業者あるいはそのほかの各種組織のグループが共同
で費用を出し合って流す広告をいう。たとえば，ある特定のオート・パーク内
に互いに近接して立地している自動車ディーラーの場合，あるいは同じ道路沿
いに近接して立地している自動車ディーラーの場合，自社が設定している広告
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予算のうちの何パーセントかを拠出しあって，共同広告を実施するための予算
を組むことがある。ここでは，ディーラー各社が立地している場所を知っても
らい，新車の購入を考えている客が車の下見をしようとする際に，複数のディ
ーラーが近接して立地しているというメリットを積極的に生かしてくれるよう
になることを狙って広告が流されることになる。90）
「原材料を生産している企業がスポンサーとなって展開される共同広告
（ingredient-sponsored cooperative advertising）」は，原材料を生産している製造
業者が自ら費用を負担して実施する共同広告である。この種の共同広告は，共
同広告のスポンサーとなっている企業が生産するマテリアルならびに（あるい
は）材料を使って製造されている最終生産物（end product）の，市場における
地位を確固たるものとすることを狙って流されることになる。この種のタイプ
の広告をよく流している企業の具体的な例としてあげてみることができるのが
Du Pontで，同社は，さまざまなタイプの消費者用品ならびに産業用品の分野
でマテリアルとして使われている Teflonや Thinsulateならびに Kevlar，さらに
は，多くの食品ならびに清涼飲料水の分野で原材料として使われている人工甘
味料の NutraSweetの利用促進を図るために共同広告を流している。91）
インテル（Intel Corporation）は恐らく，世界で最大規模の共同広告プログラ
ムを展開している企業といってみることができるであろう。インテルは「イン
テル・インサイド」というテーマのプロモーションを展開するため，年間約7
億5千万ドルの費用を投入している。インテルは，パーソナル・コンピュータ
のメーカーが，自社が生産・販売するパーソナル・コンピュータにインテルの
ロゴを載せてくれるようになった場合には，そのメーカーがインテルの半導体
を購入するために支出した費用のうちの6パーセントを共同広告費としてメー
カーに提供している。さらにまた，インテルは，インテル・インサイドという
ロゴを前面に打ち出して訴求した印刷広告を制作して流してくれた場合には，
その制作費のうちの4パーセントを，インテルのビデオ・タグあるいはオー
ディオ・タグを前面に打ち出して訴求したテレビ広告あるいはラジオ広告を制
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作して流してくれた場合にはその制作費の2パーセントを共同広告費としてメ
ーカーに提供している。共同広告費としてこういう形でメーカーが手にするこ
とになる金銭の額がそのメーカーが投入している広告の制作費に占める比率
は，メーカーによってそれぞれ変わってくることにはなるが，そのメーカーが
印刷広告物を制作するために投入している費用総額の最大で66パーセント
に，あるいはまた，そのメーカーが放送広告（コマーシャル）を制作するため
に投入している費用総額の最大で50パーセントに達しているという場合が考
えられる。パーソナル・コンピュータのメーカーが，その広告において，イン
テルのロゴに加えてインテル以外の半導体メーカーのロゴも載せて訴求してい
た場合，インテルは，そういうメーカーに対しては，共同広告費として支払わ
れることになっている額の半分しか支払わないというやり方を取っているわけ
であるが，これは，コンピュータ・メーカーが行う共同広告において取り上げ
られる半導体メーカーのブランドは，インテルのブランド以外にはないという
状況を確実に作り出すことができるようにするためである。世界の10大パー
ソナル・コンピュータ・メーカーに加えて，約1，400のパーソナル・コンピュ
ータ・メーカーがインテルの共同広告プログラムに参加している。92），93）
最も幅広く採用されている共同広告のタイプで，流通業者向け販売促進プロ
グラムの一環として利用されることが多くなっているのが，「垂直的共同広告
（vertical cooperative advertising）」である。ここでは，製造業者の商品の販売を
増進するために小売業者が所定の商品を広告で訴求してくれた場合，あるい
は，小売業者の各店舗で当該商品が取り扱われていることを広告で訴求してく
れた場合には，小売業者が流す広告の費用の一部を製造業者が負担してやると
いうやり方が採用されることになる。ここでは一般に，製造業者は小売業者が
流した広告の費用の一部を所定の比率だけ分担する（分担の比率は50対50と
なっている場合が多い）というやり方が採用されているわけであるが，製造業
者が分担する費用の額については上限が決められている。94）
共同広告に際して製造業者が小売業者に提供する費用の額は通常，小売業者
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が製造業者から仕入れた商品の額にある特定のパーセントを掛けたものを上限
とするというやり方が採用されている。したがって，小売業者が製造業者から
商品を10万ドル分仕入れたとするならば，小売業者は共同広告の費用として
商品仕入額の3パーセント，すなわち3千ドルを製造業者から受け取ることに
なる。大規模小売チェーンの場合には個々のチェーン店が製造業者から提供さ
れることになる共同広告の費用を合算したものを自社の共同広告の予算として
設定することができるだけに，その額は膨大なものとなり，それだけに，さま
ざまなタイプの媒体を共同広告用の媒体として利用することができる。95）
共同広告の具体的な展開方法としてはさまざまなやり方が考えられる。小売
業者は種類の異なるさまざまな商品を盛り込んで訴求した新聞広告の一部とし
て，ある製造業者の商品を取り上げてみるというやり方を採用してみることが
できる。この場合，おのおのの製造業者は当該広告のうち自社商品のスペース
の占める割合に応じて小売業者に広告費を拠出することになる。共同広告に関
して幅広く採用されているもう1つのやり方は，製造業者が広告フォーマット
（広告原稿）を制作し，小売業者がこの広告を地元の媒体を使って流すという
やり方である。96）
「共同広告プログラム（cooperative advertising program）」においては，小売
業者が独自に流す広告において，小売業者が製造業者の商品を取り上げ，訴求
してくれた場合には，製造業者は小売業者がかかった広告費のうちのある特定
パーセントを分担してやるようにするということが取り決められることにな
る。掛かった広告費の一部を製造業者に返還してもらうことができるようにす
るためには，小売業者は，広告の掲載の仕方や広告の中身について，予め設定
されたガイドラインを守ってやるようにすることが必要となってくる。ほとん
どあらゆる場合，当該製造業者の商品（ブランド）と競争関係にある商品（ブ
ランド）を共同広告において取り扱うことはできないことになっている。ほと
んどの場合，掛かった広告費の一部を製造業者に返還してもらうことができる
ようにするためには，当該製造業者の商品（ブランド）が広告でよく目に付く
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ように表現処理されていることが必要となってくる。共同広告プログラムにお
いては，商品の広告の仕方についてはもちろんのこと，広告で使用すべき写真
であるとか，広告で用いるべきコピーの処理の仕方についても規定を設けてみ
ることができる。97）
大部分の共同広告プログラムにおいては，小売業者は，共同広告に際して，
共同広告で取り上げられた商品の売上高を基にして算定された額を共同広告ア
ローワンスとして受け取ることになる。その額は通常，商品の売上高のある特
定パーセントというふうに定められるようになることが多い。たとえば，自動
車用のタイヤを生産・販売している B. F. Goodrichは，共同広告で取り上げら
れた商品の売上高の4．5パーセントを共同広告アローワンスとして小売業者に
提供するというやり方を採用している。この共同広告アローワンスの算定方法
については，1年ごとに改めて取り決めるというやり方を取ってみることもで
きる。B. F. Goodrichは，共同広告として自社が承認した広告については，掛
かった費用のうちの70パーセントを分担するというやり方を取っている。広
告を掲出するための媒体としては，ラジオや新聞，雑誌，テレビ，さらには屋
外広告など，どんな媒体でも使ってみることができるようになっている。それ
では，媒体選択には制限を設けないというやり方をあらゆる製造業者が取って
いるかというと必ずしもそうではない。たとえば，もう1つのタイヤ・メーカ
ーである Daytonは，共同広告用として配分された予算の使い方として，雑誌
媒体を用いた広告を流すことは認めていない。B. F. Goodrichは複数の小売業
者が連携して流す広告（group ads）に共同広告という手法を適用することを認
めているわけであるが，Daytonは認めていない。さらにまた，Daytonの場合
には媒体購入のいくつか，あるいは掲出すべき広告のいくつかについては事前
承認を得ておくことを求めているわけであるが，Goodyearの場合には事前承
認は一切求めていない。このように，製造業者は共同広告についてそれぞれ異
なる独自の規定を設けており，小売業者は共同広告を実施するために必要と
なってくる費用を提供してもらうための資格を得ることができるようにするた
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めには，製造業者が設定した共同広告に関する所定の規定を満たすことができ
るようになっていなければならないのである。98）
共同広告が実際に流されると，小売業者は媒体費のうちの特定パーセントを
分担金として製造業者に要求してくることになる。この場合，製造業者は共同
広告の分担金を拠出するにしても，共同広告が満たしていなければならない具
体的な要件（たとえば，広告のサイズやトレードマークの使い方，広告の内
容，広告のフォーマットといったものがこれになる）を設定しているというの
が普通である。製造業者はまた，共同広告に際しては，共同広告が実際に流さ
れたということを証明することができるようなティアシート（tearsheet）［広告
が掲載されたページ］〈印刷媒体の場合〉，あるいは，ラジオ局ないしはテレビ
局から取り付けた，所定のコマーシャルが確かに流されたことを明記した宣誓
供述書（affidavit）〈放送媒体の場合〉を請求書に添えて提出することを求めて
くるというのが普通である。99）
そのほかのタイプの流通業者向け販売促進についても同じようなことがいえ
るわけであるが，製造業者はこのところ共同広告関係の予算を増やしてきてい
る。企業のなかには全国広告の予算を削減して，それを共同広告に回すところ
もでてきている。こうした企業では，ローカル市場単位で広告キャンペーンを
展開するようにした方がより高い効果を発揮することができるようになるとい
うふうに考えているからにほかならない。最近ではまた，製造業者主導型の共
同広告プログラムではなく小売業者主導型の共同広告プログラムが目に付くよ
うになってきている。小売業者のなかには自社が制作したカタログ，現在プラ
ニング中の販売促進イベント，あるいは，ローカル媒体と協力して開発した広
告プログラムなどを携えて製造業者を訪れ，それらプログラムを実施するため
に必要となってくる費用の一定パーセントを負担してもらえないものであろう
かと交渉に当たるところが最近多くなってきている。製造業者のなかには，特
に相手が大手の小売業者で，強力な力を持っていた場合には，そうした申し出
を受け入れて，彼らとうまく付き合ってゆくようにした方がよいという判断を
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しているところが多い。100），101）
共同広告は小売業者ならびに製造業者の双方にとって次に示すようなプラス
点を持っている。102）
1．共同広告は，小売業者の側からみると広告予算規模の増大に結び付いて
ゆくことになるという点でプラスになる。共同広告においては通常，製造
業者が小売業者に対して費用の50パーセントを負担するというやり方が
採用されている。すなわち，ここでは製造業者がローカル広告に必要なコ
ストの半分を支払ってやるというやり方が採用されることになる。しかし
ながら，実際には共同広告プランのなかには製造業者が小売業者に対して
費用の全額（100パーセント）を負担しているものも多く認められる。ま
たときによっては，その小売業者における自社商品の販売額を基本とした
一定の算式を作っておき，それをもとにして当該小売業者に支給すべき費
用の額を決めるというやり方を採用している製造業者もいる。この点につ
いては，アメリカ合衆国の連邦法においては，製造業者は共同広告の費用
分担額を独自の算式に基づいて決めるというやり方は避け，どの小売業者
に対しても同率の分担比率を適用することを求めている。
2．全国的な規模の製造業者は，共同広告を積極的に実施するようにすれ
ば，自社ブランドに対する小売業者の愛顧心を創成することができるよう
になるとともに，自社ブランドに対する小売業者の積極的な支援を刺激付
けすることができるようになり，また，小売業者が共同広告を流してくれ
るようになれば，特に新聞の場合，製造業者はローカル広告主に適用され
る低い広告料率で広告を流すことができるようになる。製造業者はまた，
共同広告を実施するようにすれば，地元小売業者と自社商品間のプラスの
関係を樹立することができるようになり，ひいては，ある特定の小売業者
をひいきにしている顧客間において自社ブランドのエクイティを高めるこ
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とができるようになる。共同広告はその多くが製造業者によって制作さ
れ，小売業者は自社のロゴを印刷しさえすれば，それだけで共同広告を流
すことができるようになっている。
3．共同広告の実施・展開を最も強力に支援しているのは媒体である。共同
広告が実施されるようになれば，現在既に広告を流している広告主は，今
まで以上に多くの広告を流してくれるようになるであろうし，同時にま
た，これまで広告を流したことのないような企業が新しい広告主として市
場に登場するようになる可能性が生まれてくる。共同広告は実際にはロー
カル広告という形態を伴うことになるわけであるが，そのことを考える
と，共同広告予算の大部分が新聞媒体に投入されていても何ら不思議なこ
とではないのである。とはいうものの，最近では新聞だけではなくさまざ
まなタイプのローカル媒体を用いて共同広告が流されるようになってきて
いる。最近のデータでみると，共同広告に投入される予算のうちの60パ
ーセント以上が新聞に配分され，これにダイレクト・メール，テレビ，ラ
ジオが続いているわけであるが，この3つの媒体に投入される予算の比率
はいずれも約10パーセント程度となっている。将来的には，ローカル・
ケーブル・テレビを利用した共同広告プログラムにかなりの規模の予算が
投入されるようになり，共同広告予算に占めるテレビのシェアは増大する
ことになるであろうと考えられている。
共同広告について特に指摘しておかなければならない点の1つは，予算が設
定されているにもかかわらず，使われないまま終わってしまっているものもあ
るという点である。共同広告を実施するための費用として製造業者が小売業者
に提供すべく設定している予算の総額は推定で年間250億ドルにのぼるものと
考えられているわけであるが，共同広告に実際に投入され，小売業者から正式
に請求されることになるのは，この250億ドルのうちの3分の2にしかすぎな
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いと考えられている。103）共同広告に配分された予算のうちのかなりの額が使わ
れないまま終わってしまうようなことが起きてしまう重要な理由としては，共
同広告の使い方に関して小売業者が十分な知識を持っていないためという理由
と，共同広告予算については当然のこととして製造業者側が予算執行上の制約
条件を設定しているはずで，それを守らなければ予算は使えないというのであ
れば共同広告はしないという気持ちが小売業者側に働いているためという理由
をあげてみることができる。104）
製造業者が展開する共同広告プログラムは大部分の小売業者にとって利用す
るだけのとても高い価値を持ったプログラムといってみることができるわけで
あるが，それは，共同広告プログラムという形で製造業者が提供してくれる費
用を利用することができるようになれば，それによって小売業者は，自社が展
開する広告活動をさらに一層充実させることができるようになるからである。
共同広告という形の広告を流してやるようにすれば，小売業者は少ない費用で
広告の到達範囲（カバリッジ）を拡大することができるようになる。加えてま
た，共同広告という形の広告を流してやるようにすれば，そこではナショナ
ル・ブランドが取り上げられ訴求されることになるため，ナショナル・ブラン
ドが持っている好ましいイメージを借りて自店のイメージを高揚させることが
できるようになるため，全く新しい顧客を獲得することができるようになる，
あるいは，既存の顧客がこれまで以上に自分の店を利用してくれるようにする
ことができるようになるのである。小売業者の立場に立って考えてみると，共
同広告プログラムに参加してマイナスになるようなことはほとんどないといっ
てよい。マイナスの点をただ1つあげるとすると，小売業者は，共同広告を実
際に流した後でないと，共同広告費として製造業者から支給されることになっ
ている所定の費用を手にすることはできないという点である。105）
製造業者側からみても，共同広告は優れたプラス点を持っている。製造業者
は，共同広告を実施するようにすれば，小売業者との間で費用を分担すること
ができるようになるため，より少ない費用で，広告の露出量を増大させること
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ができるようになる。ここで指摘しておく必要のあるもっと重要な点は，ほと
んどあらゆる共同広告プログラムが，商品の売上高と結び付いたものとなって
いるということである。この場合，小売業者は商品の売上高にある特定パーセ
ントを掛けたものを共同広告費として製造業者に請求してくることになる。
したがって，共同広告費を製造業者から支給してもらうことができるように
するためには，小売業者としては，製造業者のブランドが広告でよく目につく
ように訴求してやるようにするとともに，再販売を行うために当該ブランドを
積極的に仕入れてやるようにすることが大切となってくるのである。アメリカ
においては，あらゆる媒体を通じて，消費者用品に関する，あるいは BtB商品
に関する，実にさまざまなタイプの共同広告を日常的に目にすることができる
わけであるが，上のような事情を考えると，別に驚くほどのことでもないので
ある。106）
3－18 ディスプレイ・サポート
ディスプレイとは，ある特定のブランドの視認性（visibility）を競争ブラン
ドのそれよりもさらに一層高めるために，小売店の店内において採用される手
段（in-store arrangement）をいう。ディスプレイはブランドの売上高を増大さ
せるのに極めて高い効果を発揮してくれることになるということが明らかにさ
れているわけであるが，それはおそらく，ディスプレイが消費者の行う商品購
入意思決定に直接影響を与える力（immediacy）を持っていると同時に，商品
の有する特質を実際よりもさらに一層引き立たせる力を持っているためと考え
られる。107）新製品の場合には特に，ディスプレイが有する商品の特質をさらに
一層魅力的なものとして引き立たせる力が重要な意味を持ってくることにな
る。このように，製造業者はディスプレイという販売促進手段を通じての小売
業者に対する背後からの支援を実施するだけの明確な理由を持っているのであ
る。製造業者はディスプレイ・アローワンスの提供であるとか，独創的で個性
的なディスプレイ・マテリアルの提供，あるいは小売店の店内におけるディス
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プレイの設置などを通じて，小売業者を背後から支援してやることができる。
独創的なディスプレイ・マテリアルの制作やディスプレイの設置の面において
は，ディスプレイ専門の代理店の積極的な活用が考えられる。
それでは，ディスプレイ・アローワンスの狙いとしてはどのようなものをあ
げてみることができるであろうか。ディスプレイ・アローワンスの本来の目的
は，ディスプレイを設置するために必要な店舗空間を小売業者に提供してもら
うために必要な費用，ならびに，ディスプレイを実際に設置するために小売業
者にとって必要となってくる費用を製造業者が負担してやることにある。ディ
スプレイ・アローワンス実施の目的はこれだけかというと決してそうではな
い。すでに指摘しておいたように，共同広告を流すようにすれば，製造業者が
実施する流通業者向けディールから得られた利益を消費者に還元してくれる小
売業者の数を増やすことができるようになるわけであるが，これと全く同じよ
うに，ディスプレイ・アローワンス実施の目的は，製造業者が制作したディス
プレイを小売業者が積極的に設置してくれるようにすることによって，流通業
者向けディールを通じて得られた利益を小売業者ができるだけ多く消費者に還
元してくれるようにすることにある。ディスプレイは小売業者が実施する価格
割引に対する消費者の反応を大いに高めてくれるようになる。ディスプレイは
そうした効果を発揮してくれるようになるだけに，小売業者としては自店が価
格割引を実施しているということをディスプレイを通じて消費者に知らせてや
るようにすれば，価格割引という販売促進を単独で実施した場合と比較して，
ずっと多くの売上高を達成することができるようになるのである。ディスプレ
イと価格割引を同時に実施することによって得られるようになる効果は極めて
大きいだけに，小売業者としては，流通業者向けディールを通じて得られる利
益を消費者に一切還元することなく自分の懐にそっくりそのまま入れてしま
い，売上高の増大ということも，製造業者から提供されるディスプレイ・アロ
ーワンスも諦めてしまうというやり方を採用するよりも，消費者に対して価格
割引を提供するとともに，製造業者からアローワンスを提供してもらえる価格
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割引の告知を目的としたディスプレイを店内に設置するというやり方を採用す
るようにした方が，より大きな売上高を達成し，そこからより多くの利益を実
現することができるようになるのである。以上のような説明からも分かるよう
に，製造業者としては自社が流通業者を対象として実施する販売促進援助をオ
フ・インボイス価格割引（すなわち流通業者向けディール）とディスプレイ・
アローワンスの両面から展開するようにすれば，消費者に対する利益の還元率
をより一層高めることができるようになるのである。108）
3－19 流通業者向けゲームならびにスウィープステイクス
「流通業者向けスウィープステイクス（trade sweepstakes）」とは，製造業者
が小売業者を対象として実施する抽選方式の販売促進策で，ここでは純粋に確
率的に当選者が決定されることになる。「流通業者向けゲーム（trade games）」
においては，ゲームに参加しようとする人は予め定められた条件を満たしてい
ることが必要で，ここでは抽選によって当選者が決定される場合もあれば，抽
選以外の方法によって当選者が決定される場合もある。たとえば，1994年の
2月，SmithKlineはアメリカ全土の65，000名の薬剤師を対象として，サクレッ
ツ咳止めドロップ（Sucrets Throat Lozenge）の「Sucrets Secret Sweepstakes」と
いう販売促進を展開している。ここでは，薬剤師にはブランドに関する情報を
記載したブロシュアが送り届けられることになったわけであるが，薬剤師はこ
のブロシュアに目を通し，サクレッツ，ならびに，サクレッツに含まれている
「一般にはまだ誰にも公表されていない」薬効成分 Dyclonineに関する5つの
問題に答えることが要求されたのである。5つの問題に対する正しい解答を用
意し，応募用紙を SmithKlineに送付してきた薬剤師がこのスウィープステイ
クスにエントリーすることができるようになるわけであるが，ここでは100ド
ルの賞金が50本，そして25，000ドルのグランプリが1本用意されていたので
ある。109）
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3－20 スペシャルティ広告
われわれはスペシャルティ広告（これは「ギブアウェイ（giveaway）」とい
う言葉でよばれることもある）を IMCプログラムの1つの要素として組み込
んでみることができるわけであるが，スペシャルティ広告を使ってやるように
すれば，当該商品（ブランド）の新しい側面がそれによって付加されるように
なり，さらに一層好ましい印象を顧客に与えることができるようになる。広告
主は万年筆やコーヒー・マグ，カレンダー，キーホルダー，さらにはそのほか
多くのものをギフト（ギブアウェイ）として使ってみることができるわけであ
るが，そうしたギフトには一般に広告主企業の名前がプリントされることにな
るわけであるが，このほかにも，何らかのメッセージが印刷されたり，ロゴが
印刷されたり，タグラインが印刷されるようになることもある。ギフトに印刷
されることになるメッセージは，広告のテーマと連動したものとなっているこ
とが大切となってくる。110）
販売促進の手段として使われることになったギフトは，顧客がそれに触れる
たびに企業のことを思い起こさせてくれるリマインダー（記憶維持的な広告）
として力を発揮してくれるようになる。同じ IMCのツールで，スペシャルティ
広告のようにかなり長い期間にわたって顧客のそばにずっと居続けることにな
るツールはほかにはないといってよい。たとえば企業の名前やロゴなどが入っ
たコーヒー・マグなどは，毎日使われる可能性がある。企業のロゴが印刷され
たシャツは実にたくさんの人たちの目に触れることになる。
スペシャルティ広告の手段として顧客に提供されることになるギフトは，ト
レード・ショーが開かれているその場所でセールスパーソンを通じて，あるい
はダイレクト・メール・キャンペーンを通じて，顧客に届けられることにな
る。企業はスペシャルティ広告に毎年約120億ドルの費用を投入している。ス
ペシャルティ広告の手段としてギフトが使われるのはなぜなのであろうか。そ
れは，「礼に報いてお返しをする」という考え方を人は必ず持っているという
考え方がそこに働いていることが分かる。人は誰でも，ギフトをもらうと，そ
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のギフトに対して，すなわち自分がかけてもらった温情に対して，お返しをし
なければという気持ちが自然に強く働くようになる。ビジネスの場面において
は，人間の心のなかに芽生えるこうした心理的な効果をさまざまなやり方で利
用してみることができる。トレード・ショーの現場においてギフトという手段
を採用した場合にはどのような効果を期待することができるようになるであろ
うか。トレード・ショーの場面でギフトという手段を使ってやるようにする
と，ギフトを提供してくれた企業に対する好ましいイメージの創成という効果
を期待することができるようになる。そうした効果も確かに期待することがで
きるようになるわけであるが，企業としては，ギフトを提供しようとする際に
は十分に注意を払っておくようにすることが大切となってくる。それは，ギフ
トという手段を通じて，こちらが予め意図したようなメッセージを，ギフトを
贈った相手にちゃんと伝えることができるようになっていることが重要となっ
てくるということである。たとえば，あるブースではトレード・ショーに訪れ
た人たちにプラスチック製のマグカップをギフトとして提供しており，隣りの
ブースではそれとはまた異なる陶磁器製のマグカップを提供していたとしよ
う。この場合，トレード・ショーを訪れた人たちは，これら2つの企業に対し
て，それぞれ異なるイメージを抱くようになる可能性がある。この場合，プラ
スチック製のマグカップをギフトとしてもらった人たちは，そうしたマグカッ
プを提供している企業に対して，相対的にマイナスのイメージを抱いてしまう
ことになるのではないであろうか。ということは，ほかのブースではどのよう
なギフトを提供しているかということを確認しないで，プラスチック製のマグ
カップをギフトとして提供したりしてしまうと，企業としては逆効果になって
しまうということである。トレード・ショーに訪れた人たちに提供すべき広告
スペシャルティを選択する際に頭に入れておかなければならない重要な点は，
提供しようとしているそのギフトは，普通ではなかなか手に入れることができ
ないような，極めてユニークな，珍しいギフトとなっており，また，企業の
メッセージをしっかりと伝えることができるようなギフトとなっているという
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ことをしっかりと確認しておくようにすることが大切となってくるということ
である。たとえば，あるトレード・ショーにおいて，コットンジン（綿繰機）
のあるメーカーは，コットンのベールのミニチュアで，ベール（ベールとは，
綿花など原綿で出荷する場合，綿花を圧縮して帯鉄を掛ける，あるいは木枠で
梱包して帯を掛けること）にロゴを印刷したものを作り，それを来場者にギフ
トとして提供したことがある。このギフトは実際に使えるようなものとはなっ
ていなかったわけであるが，普通では手に入れることができないユニークなギ
フトとなっていた。また別の場面に目を向けてみると，ラティーノ女性実業家
会議（Latino businesswomen’s conference）が開かれた際，来場した女性の1人
1人に花屋がバラをギフトとして提供していた。いずれのケースについてみて
も，来場者の注意を引き付けるのに十分にユニークなギフトという面からみて
も，企業が売ろうとしている商品とギフトの適合性という面からみても，その
目的を達成することに成功していたということができる。111）
スペシャルティ広告の1つの手段として提供されるギフトは，顧客が行った
商品購買意思決定を強化するのに高い効果を発揮してくれるようになる可能性
を持っている。言葉を換えていうならば，ギフトは，自社商品を購入してくれ
た顧客に，自分はいい選択をしたという気持ちにさせるのに，高い効果を発揮
してくれるようになる可能性を持っているということである。ギフトを使え
ば，顧客との関係を強化することができるようになるばかりではなく，新しい
潜在的顧客の関心の刺激付けという面においても効果を期待することができる
ようになる。全般的にいえることは，マーケターは，スペシャルティ広告の1
つの手段としてのギフトを，あらゆるタイプの顧客との間で行われるコミュニ
ケーションを強化するための重要な手段として使ってみることができるという
ことである。
3－21 POPディスプレイ
「POP（point-of-purchase）」ディスプレイとは，商品の広告ということを意図
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して行われるあらゆるタイプの特別のディスプレイをいう。POPとは，基本
的には，小売店で販売されている商品ないしはサービスに対する顧客の注意を
引き付けるために，販売時点（point of sale）で利用されるあらゆる手段をい
う。POPマテリアルの狙いは，小売店の棚に陳列されている，あるいは小売
店の店内のさまざまな場所に陳列されているある特定のブランドないしは商品
カテゴリーそのものに対する顧客の注意を喚起する，あるいは，ある特定のブ
ランドないしは商品カテゴリーそのものに関する情報を顧客に提供することに
ある。POPマテリアルは，消費者に働き掛けて，彼らを衝動買いないしは試
用購入にまで結び付けることができるようなもの，あるいはまた，POPマテ
リアルを通じて訴求されているブランドに関するより多くの知識を消費者に植
え付けることができるようなものとなっていなければならない。われわれは場
合によっては，同じ小売店の店舗内のほかのコーナーにも消費者が足を運んで
くれるようにするというクロス・マーチャンダイジングの効果を高めるための
手段としても，POPマテリアルを活用してみることができる。よくできた POP
は，自分が見たことのある広告を消費者に思い出させるトリガー・メカニズム
（trigger mechanism）としての力を発揮してくれるようになることが多い。112）
POPディスプレイは，小売店の店舗内のレジの近くや，通路の端，小売店
の入り口，さらにはこのほかの顧客の目に止まりやすい場所に設置されるよう
になることが多い。POPディスプレイとしては，小売店そのもの，サービス，
あるいは商品を識別させる，それらを広告する，あるいは販売を促進するため
に使われることになる，ディスプレイ（display）やサイン（sign），構造物
（structure），さらには道具（device）などをあげてみることができる。POPディ
スプレイには，小売店における商品の販売を背後から手助けしてくれる重要な
手段としての役割が期待されている。113）
アメリカの企業は，エンド・アイル・ディスプレイ（end-of-aisle display）や
バナ （ーbanner），ポスタ （ーposter），シェルフ・カード（shelf card），モーショ
ン・ピース（motion piece），スタンド・アップ・ラック（stand-up rack）など
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の POPマテリアルに年間190億ドル以上の費用を投入している。114）
小売店の棚や POPディスプレイは，製造業者が消費者に対して商品に関す
るメッセージを届けるために使うことができる最後の機会といってみることが
できる。115）商品購入の直前の段階で商品に関する好ましい印象を作り上げる，
あるいは，買い手が店舗を離れようとしている時点で商品に関する好ましい印
象を残して帰ってもらうことができるようにするために POPディスプレイを
使うことができる。店で買い物をして帰ろうとしている買物客をつかまえて調
査を行ってみると，マス・マーチャンダイザーから出てきた買物客のうちの
55パーセント以上，ならびに，スーパーマーケットから出てきた買物客の60
パーセントが，自分が店内で目にした POPディスプレイを見たことを覚えて
いるということが分かる。116）
POPディスプレイは売上高を増大させるための極めて効果的な手段となっ
ている。マス・マーチャンダイザーやスーパーマーケットで使った金銭のうち
の約50パーセントは，非計画的購入に費やされたものであることが分かる。
そうした非計画的購入は，「衝動買い（impulse buy）」によって引き起こされた
ものであることが多い。消費者は商品を購入する際，購入の直前に至るまで，
購入すべきブランドを決めていないということが多い。食品についてみると，
購入すべきブランドに関する意思決定の88パーセントは，商品購入時に，売
場で行われることになる。商品全体についてみると，ブランド選択の70パー
セントは小売店の売場で行われることになる。多くの場合，POPマテリアル
が購入意思決定に影響を与えるようになることが分かる。117）
Point-of-Purchase Advertising International（POP広告の業界団体）ならびに
Advertising Research Foundation（広告調査財団）が実施した調査研究によると，
スーパーマーケットに置かれている POPディスプレイの場合，露出1，000当
たりのコスト（cost-per-thousand impression）は6ドルから8ドルになるものと
推定されている。グローサリー・ストアに設置されているディスプレイの1週
間当たりの平均露出量（ディスプレイに対する露出量は店舗の床面積の大きさ
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やその店舗の売上高規模によっても変わってくることになる）は2，300から
8，000というデータが得られており，上の露出1，000当たりのコストに関する
数値は，こうしたデータを基にしてはじき出されたものである。この調査研究
は，POPディスプレイが消費者にメッセージを伝達するのに極めて効果的な
手段となっているということを明らかにしてくれているわけであるが，製造業
者側が POPディスプレイを是非設置してもらいたいと願っており，小売業者
としても POPディスプレイを使いたいと思っていても，実際にはうまくいか
ないことがよく起きることになる。さらにまた，最近では，製造業者側が持ち
込んでくる店頭サインや POPディスプレイを受け入れる量を減らす小売業者
が多くなってきており，そのため，POPディスプレイ等を通じて伝達するこ
とができるメッセージの量も減少してきているというのが実際のところであ
る。加えてまた最近では，製造業者としては個々のアカウントに対応した販売
促進を実施するというやり方を採用するのが一般的となってきており，小売業
者のなかには，自分の店独自の POPディスプレイを制作してくれるように製
造業者側に要求するところも出てきている。118）
製造業者は，顧客の目に止まりやすいようにブランドを提示することができ
るようにするための魅力的な手段として POPディスプレイをとらえている。
POPディスプレイについては，多くの小売業者がそれぞれ異なる見方をして
いる。POPマテリアルは店の売上高を増大させるのに効果を発揮してくれる
ようなものとなっていなければならないというとらえ方をしている小売業者も
あれば，POPマテリアルは店に顧客を引き付けるのに効果を発揮してくれる
ようなものとなっていなければならないというとらえ方をしている小売業者も
ある。小売業者はある特定のブランドの売上高の増大ということに関心を持っ
ているわけでは決してなく，店全体の売上高，さらには店全体の利益の増大と
いうことに関心を持っている。小売業者は消費者の教育という面において，さ
らには消費者に対する情報の提供という面においても力を発揮してくれるよう
な POPディスプレイを好んで利用することになる。ここで指摘してみること
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ができる重要な点は，小売業者は自社が設定している目標を達成するのに相応
しい POPディスプレイを設置するようになる傾向が最も高いということであ
る。小売業者は製造業者が持ち込んできた POPマテリアルを店頭に設置しな
いでそのままにしてしまうことがよくあるわけであるが，それにはいくつかの
要因が働いていることが分かる。119）
製造業者が制作し，小売業者に持ち込んできた POPディスプレイを，小売
業者が使ってくれるようにならないのはなぜなのだろうか。その最も広く認め
られる理由としては，当該 POPディスプレイのチャネルとの不適合性という
理由をあげてみることができる。言葉を換えていうならば，ディスカウント・
ストアに設置された場合には高い効果を期待することができるような POP
ディスプレイになっていたとしても，スーパーマーケットやスペシャルティ・
ストアに設置された場合には効果を期待することが難しいという POPディス
プレイになっている可能性があるのである。POPディスプレイのデザイン面
からみた場合の，POPディスプレイに対するニーズは，小売業者によって，
チャネル・メンバーによってそれぞれ異なっている。それだけに，製造業者と
しては，おのおののタイプのチャネル・メンバーと十分に意見を交換し，おの
おののタイプのチャネル・メンバーが POPディスプレイに対して抱いている
ニーズを確実に満たすことができるような POPディスプレイを制作してやる
ようにすることが大切となってくる。120）
小売業者にとっては POPディスプレイのサイズ（大きさ）が重要な意味を
持ってくるようになる。小売店のスペースには限りがあるわけで，棚とは全く
独立してエンド・アイルに設置されているディスプレイが店内の人の流れを阻
害してしまうようなディスプレイとなっていた場合には，顧客の買い物行動に
好ましくない影響を与えてしまうようになる可能性がある。そうしたことも
あって，普通はどの小売業者も，小売業者側が予め用意しているスペースに
ぴったりと合うような大きさの POPディスプレイを制作して持ってゆくよう
にしないと，設置してもらうことは難しいということができるのである。小売
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業者は，組み立てやすく，店頭に設置しやすくて，必要に応じて形を調整する
ことができるような POPディスプレイを好む。それだけに，ここで製造業者
として頭に入れておかなければならない点は，小売業者が POPディスプレイ
に関心を持っていなかった場合には，その POPディスプレイがどんなに素晴
らしいできのディスプレイに見えたとしても，そのディスプレイを設置してく
れるようにはならないであろうということを頭に入れておくようにすることが
大切となってくるということである。121）
小売業者は，簡単に壊れてしまうようなことのないような POPディスプレ
イを望んでいる。段ボウル紙（POPディスプレイには段ボウル紙が使われる
ことが多い）は，すり切れてしまいやすく，破れてしまいやすい。できのしっ
かりしていない POPディスプレイは，使われないまま捨てられてしまうよう
になることが多い。小売業者には店頭に設置された POPディスプレイを補修
するような時間はない。すり切れてしまい，みすぼらしくなってしまったディ
スプレイはその段階で廃棄されてしまうようになる可能性が高い。小売業者の
目は，自店の店舗の事情を踏まえた，自店の店舗にぴったりと合った POP
ディスプレイを用意してくれる製造業者の方に向いてしまうことになる。122）
効果的な POPディスプレイということを実現することができるようになる
ためには，POPディスプレイはなによりもまず商品の特性を明確に伝えるこ
とができるようなものとなっていなければならない。効果的な POPディスプ
レイということを実現するためには，商品の価格に関する情報やプロモーショ
ンに関するそのほかの情報も重要な意味を持ってくるようになる可能性を持っ
ている。POPディスプレイは，顧客の視線を引き付け，彼らがそこで足を止
め，POPディスプレイに目を通してくれるようにするだけではなく，商品を
手に取ってくれ，その商品をじっくりと調べてみてくれるようにすることがで
きるようなものとなっていなければならない。POPディスプレイで取り上げ
られている商品を手に取り，じっくりと調べてみてくれた顧客は，その商品を
実際に購入してくれるようになる可能性が高い。最も優れた POPディスプレ
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イとは，ほかのマーケティング・メッセージと統合化された POPディスプレ
イといってみることができる。広告で使われているロゴやメッセージ・テーマ
が POPディスプレイにおいても使われていなければならない。POPディスプ
レイは，販売促進のあらゆる手段と連動したものとなっていなければならな
い。POPディスプレイを目にした際，その POPディスプレイはいま現在流さ
れている当該商品の広告テーマや販売促進テーマと連動したものとなっている
ということに，すぐに気付いてもらうことができるようなものとなっていなけ
ればならない。123）
POPディスプレイにおいては，顧客にすぐに理解してもらうことができる
ような，簡潔明快なオファーを提示してやるようにすることが大切となってく
る。多くの場合，POPディスプレイが顧客の注意を引き付けることができる
ようになるために掛けることができる時間はわずか10分の3秒しかない。こ
のわずか10分の3秒の間に顧客の注意を引き付けることができなかった場合
には，顧客は次の商品のコーナーに進んでいってしまうことになるのである。
カラーやデザイン，商品の取り上げ方，さらには，ほかのマーケティング・
メッセージとの連動といった要因が，POPディスプレイを効果的なものとす
るための重要な要因として浮かび上がってくることになる。124）
小売店の棚のスペースをより効率的に活用してもらうことができるように
するため，小売店支援策の1つとして，多くの製造業者が「プラノグラム
（planogram）」を使った棚割の方法を提言している。このプラノグラムを利用
すれば，小売業者は所定の商品カテゴリーのために用意されている棚のスペー
スを利用した適切な棚割（configuration）を実現することができるようになる。
また，製造業者のなかには，それを利用すれば小売店はスキャナーを通じて得
られた情報（データ）をもとにして棚の最適のレイアウトを決定することがで
きるという，コンピュータをベースとしたプログラムを開発するため，商品の
回転率や利用されている棚のスペースの広さ，さらには，そこから生み出され
る利益などといった要因間の関係を把握するための実験を行っているところも
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ある。125）
これからますます注目しておきたい POPの新しいタイプの1つが，コン
ピュータによって制御される対話型の POPディスプレイである。これは比較
的新しい POP媒体であるが，最近ますます広く採用されるようになってきて
いる。消費者は POPユニットに組み込まれたコンピュータを操作しながら，
自分が求めている商品あるいはサービスに関する情報を検索してゆくことにな
る。ここでは，消費者はコンピュータを操作しながら，ディスプレイ上にカタ
ログを開いてみたり，質問をしてみたりしながら，必要に応じてデータをプリ
ント・アウトすることができる。今日すでに，自動車ディーラーにおいては対
話型の POPが設置されており，ユーザーはこれを使って自動車のさまざまな
車種に関する情報を手に入れることができるようになっているし，小売店にお
いてはこの種の対話型 POPを利用してその店のカタログをみることができる
ようになっており，ファスト・フード・レストランではメニューをオーダーし
てもらうのに対話型 POPを設置するところさえ出てきている。なかでも特に，
こうした対話型 POPが最も幅広く利用されている商品の分野は，値段が高く，
したがって1個販売することによって得られるマージンが多い商品の分野，言
葉を換えていうならば，商品購入意思決定プロセスがより複雑となってくる商
品の分野ということができる。126）
POPディスプレイ・マテリアルを流通業者向け販売促進の手法として採用
した場合に得られるメリットの1つとして，これを実施してやればマーケター
のブランドを店内で積極的に販売してやろうという気持ちを小売店から引き出
すことができるようになるという点をあげてみることができるわけであるが，
POPディスプレイの具体的な設置の方法については小売店が設定している指
針を遵守するということを製造業者に了解してもらうことができるようになり
さえすれば，小売店も前向きに協力してくれるようになるからである。加えて
また，POPディスプレイ・マテリアルは必要に応じてすぐにでも実施に移す
ことが可能で，そのような意味で，われわれはこれを有用な戦術的手段として
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活用してみることができるのである。反対にマイナス点としては，POPディ
スプレイ・マテリアルは小売店が広範囲にわたって協力してくれるようになる
ことが成功のカギとなってき，加えてまた，POPディスプレイ・マテリアル
を採用してもらうためには，インストア・マーチャンダイジングに関して小売
店が設定しているさまざまな指針に合ったものを準備してやることが必要と
なってくる場合が多いという点をあげてみることができる。127）
3－22 販売会議
製造業者の営業担当者は，自分が担当している販売テリトリーごとに，卸売
業者や小売業者を対象として販売会議（sales meeting）を実施することがよく
ある。そうした販売会議は，商品の旺盛な販売シーズンがいままさに始まろう
としている時期に合わせて実施されるようになることが多く，市場導入されよ
うとしている新しいモデルや新製品，これから展開されようとしている広告
キャンペーンのスケジュール，さらには，これから実施されようとしている販
売促進の新しいプランや販売促進で使われる各種マテリアルに関する情報が中
間流通業者に提供されることになる。販売会議においては，製造業者が実施し
ようとしている広告やパブリシティ，さらには販売促進に関するマーチャンダ
イジングが製造業者の営業担当者によって行われるとともに，小売店が積極的
にタイインしてくれるように，あるいはそのほかの何らかの協力をしてくれる
ように，働き掛けが行われることになる。ここでは新しく市場導入されること
になったプロダクト・ラインの紹介が行われたり，質問があればそれに答えて
やったり，プロモーションに際して使われることになっているパンフレット類
が配布されることになる。
販売会議は年間を通じて定期的に開かれるようにもなっており，そこでは，
消費者向けコンテストに関する情報を伝えてやるとか，新しく制作された POP
マテリアルをその場で紹介してやるとか，お互いが抱えているさまざまな問題
点について意見の交換を行うというふうに，製造業者の最近の動きに関する最
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新の情報を卸売業者や小売業者に常に提供してやることができるようにするた
めに販売会議が開かれことになる。製造業者の営業担当者は，卸売業者や小売
業者の従業員を対象とした教育訓練プログラムを必要に応じて実施することも
ある。製造業者としては十分な販売成果を実現することができるようにするた
めには，中間流通業者からの積極的な支援を得ることができるようになってい
ることが大切となってくるわけであるが，中間流通業者からの積極的な支援を
引き出すことができるようにするためには，製造業者の営業担当者と中間流通
業者の従業員が常に継続して接触を保つことができるようにしておくことが大
切となってくるのである。128）
4．流通業者向け販売促進を実施するために必要となってくる
コスト，ならびに，流通業者向け販売促進を実施すること
によって得られるベネフィット
以上みてきたように，アメリカの実践的なマーケティング場面においては実
にさまざまなタイプの流通業者向け販売促進策が展開されている。そうした各
種各様の流通業者向け販売促進策が昨今の市場において果たしている役割を評
価するためには，流通業者向け販売促進を実施することによって製造業者や小
売業者，さらには消費者の側に発生することになるコストやベネフィットにつ
いて考察を加えておくようにすることが大切となってくる。
4－1 流通業者向け販売促進を実施するためにはどのようなコストが必要
となってくるか
流通業者向け販売促進を実施するためにはいくつかのコストが必要となって
くる。それらコストのなかには直接的なコストとはまた別のコストもあれば，
流通業者向け販売促進のプラニングを行う際に発生するコストにみられるよう
に，これとはっきりととらえることが難しい目に見えないコストも頭に入れて
おく必要がある。そうしたコストの多くは，流通業者向け販売促進の成長に
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伴って近年著しく増大してきている。実際のところ，研究者のなかには，流通
業者向け販売促進はあまりにもコストがかかりすぎて，製造業者の利益を圧迫
していると指摘する人もいる。しかしながら，流通業者向け販売促進を実施す
るために必要となってくるコストとしてはどのようなものがあるかということ
を正しく理解し，それらコストを適正に管理することができるようになれば，
マーケティング・マネジャーやプロモーション・マネジャーは，流通業者向け
販売促進という強力な販売促進の手段を効果的に活用することができるように
なるのである。
ハーバード・ビジネス・スクールで行われた研究によると，流通業者向け
販売促進を実施する際に発生する重要なコストとしては，チャネル・コンフ
リクト（channel conflict），マネジメントの有する能力の分散化（management
distraction），商品在庫量の増大化（inventory buildup），生産現場で起きる混乱
（production dislocation），商品の先行仕入（forward buying），ならびに商品の転
売（diverting）といったものが考えられるということが明らかにされている。129）
⑴ チャネル・コンフリクト
チャネル・コンフリクトとは，流通ネットワークを構成するメンバー間にお
いて生まれる軋轢，不信，さらにはあからさまな衝突をいう。流通業者向け販
売促進はチャネル・コンフリクトを生み出す重要な原因となる可能性を持って
いる。小売業者が製造業者に対してもっと多くのアローワンスを要求してきた
り，あるいは反対に，販売促進を実施するために小売業者にとって必要となっ
てくる正味の経費を製造業者が提供するアローワンスで補塡させてやろうなど
といったことを製造業者自身が行ったりした場合に発生するコンフリクトを，
一般に広く認められるコンフリクトのタイプとしてあげてみることができる。
たとえば，1989年，アメリカ合衆国で最大規模のグローサリー・チェーンで
あるWinn Dixieと Krogerの2社は Pillsbury，Procter & Gamble，Quaker Oats
ならびにそのほかの製造業者が取り扱っている商品のいくつかについて，自社
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の商圏内においては統一価格で販売を行ってもらいたいという要求を行ったに
もかかわらず拒否されてしまうことになるわけであるが，それを不満として商
品の仕入をボイコットするという手に出ることになる。Winn Dixieは自社が仕
入れる商品についてはすべて，自社の商圏内にある店舗に対しては最低の価格
で納入してもらいたいという要求を突きつけることによって，製造業者と対決
姿勢を取り始めるようになる。それに対して製造業者は，小売業者のそうした
要求は自社が持っている価格設定権を明らかに侵害するものであるという受け
取り方をしており，当然のこととして，小売業者の要求を退けることになる。
チェーン・ストア2社は，交渉を通じて対決に終止符が打たれるようになるま
での間，これら製造業者の何百という数のブランドを自店の棚から一斉に引き
払ってしまうことになる。
⑵ マネジメントの有する能力の分散化
販売促進に関するプラニングを行うとなると，マネジャーは膨大な時間を割
かなければならなくなってくるわけで，マネジャーはもっと生産的な仕事に時
間を投入したいと思ってもそれができなくなってしまう可能性がある。1年の
どの時点を取ってみても，マネジャーは実にさまざまなタイプの販売促進策の
なかからいずれの販売促進策を実施するかの意思決定を行わなければならない
わけで，加えてまた，ある特定の1つの販売促進策を取ってみてもその具体的
な展開方法としてはいろいろなものが考えられるわけで，さらにまた，マネ
ジャーとしては各種販売促進策の組合せ（ミックス）ということも頭に入れて
おかなければならない。また，大部分のマネジャーには，複数のブランドの，
複数の期間にわたる販売促進のプラニングを行うことが要求されており，これ
が事態をますます複雑なものとしている。販売促進にまつわる問題をますます
複雑化させる最大の要因となっているのが，地域によってそれぞれ異なる販売
促進の展開の必要性，それら地域のおのおのに所在するそれぞれ異なる小売
チェーンから寄せられる要求への対応，さらには，自社にとってはこれがもっ
プロモーションにおいてその重要性を
ますます高めつつある流通業者向け販売促進 211
と重要な意味を持ってくることになるわけであるが，競争企業が各地域で展開
する販売活動への対応である。たとえば，複数の事業部を抱え，おのおのの事
業部が自動車のブランドを多数持っている General Motorsでは，流通業者向け
販売促進のプラニングならびに実施に膨大な予算が投入されている。Procter &
Gambleでは，販売促進の企画，実施，ならびに効果測定に，セールスパーソ
ンは就業時間のうちの25パーセントを，また，マネジャーは就業時間のうち
の30パーセントを使っているものとみている。これは，Procter & Gambleが
1991年にバリュー・プライシングという戦略を採用するようになった理由の
1つとなっている。
⑶ 商品在庫量の増大化
流通業者向け販売促進は売上高の短期的な増大をもたらす要因となる場合が
しばしばある。売上高の短期的な増大は流通システムのあらゆるレベル，すな
わち製造業者や卸売業者，小売業者といったレベルにおいて，またときによっ
ては消費者のレベルにおいてさえも，在庫量の増大となって結び付いてゆくこ
とになる。各種各様のブランドについて，複数の地域において販売促進が展開
されることになるだけに，製造業者としては流通業者向け販売促進によっても
たらされる売上高反応を正確に予測することなど到底不可能である。したがっ
て，製造業者としては，流通業者向け販売促進によってもたらされる需要の急
激な増加に十分に対応することができるようにするため，より多くの商品在庫
を抱えておくようにすることが必要となってくるのである。卸売業者や小売業
者は，流通業者向け販売促進を利用して商品在庫の積み増しを行うようになる
ため，ここでも商品の在庫量は増えることになる。ハーバード大学が行った研
究によると，流通業者向け販売促進によってもたらされる商品在庫管理費の増
大額は，グローサリー商品の業界だけで年間最大約10億ドルに達するものと
推定されている。個々の卸売業者や小売業者は，流通業者向け販売促進を利用
して商品の在庫量を積み増しすることによって得られる利益と比べると，商品
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の在庫管理費は取るに足らないという受け取り方をしているように思えるわけ
であるが，総体として分析してみると，この種の在庫管理費は本来必要のない
費用で，事業を展開するために必要な全体的なコストを増大させる要因として
働いていることが分かるのである。
⑷ 生産場面で起きる混乱
わざわざ指摘するまでもなく，流通業者向け販売促進は期間を限って実施さ
れることになる。製造業者は流通業者向け販売促進を実施するとなると，商品
の在庫量を増大させ，小売業者から入ってくる商品の注文に十分に対応できる
ようにするため，計画されている流通業者向け販売促進が開始されるようにな
るまでの段階で商品の生産量を増やしておくことが必要となってくる。流通業
者向け販売促進が実施されるようになると，小売業者から商品の注文が不規則
的に入ってくるようになるため，これが，商品の最適の生産スケジュールを維
持することを難しくさせてしまうことになるのである。一般に，製造業者とし
ては，商品在庫量の増大ということを覚悟して流通業者向け販売促進の期間中
はずっと継続して通常よりも高い水準の生産量を維持するというやり方を採用
するようにするか，あるいは，商品の生産スケジュールを不規則にしてしまう
ことによって発生する生産コストの増大ということを覚悟して，流通業者向け
販売促進による売上高の急激な増大に対応するために，必要に応じて商品の生
産量を増大させてみたり減少させてみたりといったやり方を採用するようにす
るかのいずれかの方法を取ることが必要となってくる。
⑸ 商品の先行仕入ならびに商品の転売によって発生するコスト
商品の先行仕入ならびに商品の転売によって発生するコストの総額は1千万
ドルにも達し，小売業者の利益の50パーセントはそうした商品の先行仕入や
商品の転売によってもたらされているものと考えられている。製造業者は，商
品の先行仕入や商品の転売が行われるがためにそうした膨大な額のコストが発
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生してしまうことになるとして，小売業者を非難する傾向が認められる。これ
に対して小売業者は，商品の転売というやり方を通じて利益を獲得する機会を
提供してくれても何ら差し支えないではないかと，製造業者に反論している。
そうした理由もあって，製造業者の側にしてみても，小売業者の側にしてみて
も，これといった適切な策を講じる様子はなく，商品の先行仕入や商品の転売
が引き続き行われているというのが実際のところである。
アメリカでは一般に4週間ごとに流通業者向けディール（流通業者向けアロ
ーワンス）が実施されている。ということは，年間52週のうちの13週，すな
わち，1年365日のうち約30パーセントは流通業者向けディールが実施され
ていることになる。小売業者はディール期間中に大量の仕入を行う。ディール
が実施されていない残りの70パーセントの日には，商品の仕入は行わない。
どの小売業者（特にグローサリー・ストア）も，通常の商品在庫水準を上回る
商品在庫を抱えている。製造業者が次にディールを実施するまでの間，十分な
商品在庫の積み増しを行っておくということが普通に行われている。こうした
商品仕入のやり方を「商品の先行仕入（forward buying）」あるいは「商品の繫
ぎ仕入（bridge buying）」といっている。大手のグローサリー・ストアのうち
の約75パーセントはこうした商品仕入の方法を採用しているといわれてい
る。製造業者が商品の価格を15パーセント値引きして販売すると，小売チェ
ーンは10週間分から12週間分の商品在庫の積み増しを行うということが普通
に行われている。製造業者は売上高の80パーセントから90パーセントは流通
業者向けディールを通じて販売している。130）図表2は，商品の先行仕入ならび
に商品の転売に関する仮説的な事例を紹介してみたものである。131）
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4－2 流通業者向け販売促進を実施することによって得られるベネフィット
流通業者向け販売促進を実施するとなると確かに相当程度のコストを頭に入
れておくことが大切となってくるわけであるが，それでも，流通業者向け販売
促進は今後も引き続き販売促進の重要な手段の1つとして展開され続ける可能
性が高い。その理由は，本稿の冒頭ですでに説明しておいたように，製造業者
にとってのいくつかの重要なゴールを達成するのに力を発揮してくれるように
1．1999年5月5日はメキシコの独立を祝うシンコ・デ・マジョ（Cinco de Mayo）の日
である。この祝日に向けての大規模なプロモーション・イベントの一環として，パー
ソナル・ケア商品の製造業者である Beauty Products, Inc.（仮説的な企業）は，テキサ
ス州にあるグローサリー商品を取り扱う小売業者を対象として，MorningGlowシャン
プーを注文した小売業者に一律15パーセントの「オフ・インボイス・アローワンス」
を提供するという販売促進を1999年4月9日から1週間かけて展開することにな
る。
2．テキサス州サン・アントニオの FB & D Supermarketsは，MorningGlowシャンプーを
15，000個注文する。Beauty Products, Inc.は FB & D Supermarketsがシンコ・デ・マ
ジョ祭と連動して展開されるプロモーション・イベントの期間中にMorningGlowの小
売価格を15パーセント割り引いて消費者に提供してくれるようになることを期待し
て，FB & D Supermarketsに15パーセントのオフ・インボイス・アローワンスを提供
することになる。
3．FB & Dは仕入れた15，000個の商品のうちのわずか3，000個だけを割引価格で販売す
る。（残りの商品12，000個は，一部は商品の先行仕入分として，また一部は商品の転
売用として手当てされたものである。）
4．FB & DはMorningGlowの5，000個を，サウスウエスト地域一帯のグローサリー店を
対象として事業を展開している Opportunistic Food Brokers, Inc.にわずかの利益率で再
販売することになる。（こうした行為は「商品の転売」としての性格を持っている。）
5．その後，FB & DはMorningGlowの残りの7，000個を，自店を訪れた買物客に対して
割引なしの通常価格で販売することになる。（この7，000個は「商品の先行仕入」と
しての性格を持っている。）
図表2 商品の先行仕入ならびに商品の転売に関する仮説的な事例
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なるからである。加えてまた，流通業者向け販売促進は次のような重要なベネ
フィットを製造業者にもたらしてくれることになる。132）
■ 流通業者向け販売促進は，しっかりと注意を向けてもらえるようにする
ことが必要となってくるある特定のブランドに対して，販売スタッフや小
売業者，さらには消費者の注意を引き付けるのに力を発揮してくれること
になる。ここでいうある特定のブランドとは，新ブランドの場合も考えら
れれば，注意を向けられることもなくこれまで見過ごされてきたブランド
の場合もあれば，競争企業からの激しい攻勢を受けているブランド，ある
いはまた，競争企業からシェアを侵食されつつあるブランドなどが考えら
れる。
■ 流通業者向け販売促進や，流通業者向け販売促進が引き金となって小売
業者自身が実施する販売促進は，小売環境の変化と興奮をもたらしてくれ
るようになる。販売促進によって作り出される興奮は消費者を店舗に引き
付け，所定のブランドを購入するように消費者を動機付けしてくれるよう
になる。販売促進は期間を限定して実施されることになるわけで，期間が
限定されていなかった場合には生み出すことのできない，切迫性という要
素，すなわち，販売促進の対象となっているブランドを早く購入しなけれ
ばならないという気持ちを引き出してくれることになるのである。
■ 流通業者向け販売促進は，製造業者にとっては価格に敏感に反応する小
売業者を選択的に引き付けるための重要な手段となっており，小売業者が
実施する販売促進は，小売業者にとっては，価格に敏感に反応する消費者
を選択的に引き付けるための重要な手段となっている。企業は，販売促進
が有する価格に敏感に反応する買い手を選択的に引き付ける力を利用して
やるようにすれば，価格に敏感に反応する顧客セグメントに対してのみ，
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販売促進を通じてベネフィットを提供してやることができるようになるの
である。
■ 競争企業が価格を低く設定してきたとしても，製造業者としては流通業
者向け販売促進を実施するようにすれば，自社商品の表示価格を恒久的に
引き下げてしまうというやり方をわざわざ採用しなくても，十分に対抗
することができるようになる。ノーブランド商品やプライベート・ブラン
ド商品はこれまでずっとナショナル・ブランドが有するシェアを侵食し
続けているわけであるが，流通業者向け販売促進は，特にこうしたブラン
ドとの競争の面で優れた力を発揮することになる。実際のところ，これ
まで実施された調査に目を通してみると，ナショナル・ブランドが価格
割引を実施すると，それが引き金となってプライベート・ブランドやノー
ブランド商品からのブランド・スイッチングが起きることになるわけであ
るが，プライベート・ブランドやノーブランド商品が価格割引を実施した
としても，ナショナル・ブランドからのブランド・スイッチングが起きる
ことはないということを明らかにした調査をいくつかあげてみることがで
きる。
5．お わ り に
再販売を目的として商品を仕入れてもらうためにプロモーションを展開しよ
うとしているとき，マーケターはいつでも，流通業者向け販売促進を活用して
みることができる。流通業者向け販売促進プログラムの一般的な目標として
は，新製品市場導入の初動段階における流通チャネルの確保，小売店における
最も重要な棚のスペースの確保，既存ブランドに対する背後からの支援，競争
企業が取ってくる活動に対する対応，小売業者による商品の発注規模の増大
化，小売業者段階における商品在庫レベルの増大化あるいは製造業者レベルに
おける商品在庫レベルの縮小化，流通チャネルのメンバーとの良好なリレー
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ションシップの構築，さらには，IMCプログラムのほかの各種活動が有する
効果の増大化，といったものをあげてみることができる。こうした目標を達成
するため，マーケターは流通業者向け販売促進に際してさまざまなタイプのツ
ールを使ってみることができる。
販売促進プログラムをこれから展開しようとしているマーケターが頭に入れ
ておかなければならない重要な点は，マーケターは IMCプログラムと連動す
るような販売促進プログラムを企画・立案することができるようになっていな
ければならないということである。販売促進プログラムを企画・立案しようと
する際には，広告に投入されることになっている費用がどれくらいの規模に
なっているかということを知っておくことが大切となってくるとともに，どの
ような形の広告キャンペーンが展開されることになっているかということを押
さえておくようにすることが大切となってくるわけであるが，それに加えて，
販売促進プログラムはプロモーション・ミックスを構成するそのほかの要因と
バランスの取れたものとなっていなければならない。流通業者向け販売促進を
実施するとなるとコストが掛かり，規模の小さな製造業者に非常に大きなプ
レッシャーを掛けてしまうようになる可能性がある。卸売業者や小売業者は，
多くが，何らかの形の流通業者向け販売促進という形のインセンティブが提供
されるようにならない限り，簡単に商品を注文してくるようなことはしない。
企業トップは，好ましいブランド・イメージを創成し，それを引き続き維持す
ることができるようにするとともに，小売店の棚のスペースを維持するための
取引の道具として競争的な性格を持った流通業者向け販売促進に簡単に手を出
してしまうなどといった罠に掛からないようにするため，常日頃から努力を怠
らないないようにすることが大切となってくる。製造業者としては，優れたブ
ランド・イメージを創成するとともに，各種流通業者との間で良好なリレー
ションシップを構築することができるようになっていれば，それが力となり，
競争相手が短期的な価格割引を提供することによって小売店の棚のスペースを
奪い取ってやろうと目論んできたとしても，その力を殺いでしまうことができ
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るようになるのである。
IMCプランを構成するほかのあらゆる要因についても全く同じようなこと
がいえるわけであるが，流通業者向け販売促進を担当しているマネジャーに期
待されている基本的に重要なタスクは，1つの統合化された，明快なメッセー
ジを市場に到達させることができるような力を持った，適切に調整された，そ
してバランスの取れたプランを開発することにある。マーケターは流通業者向
け販売促進を IMCの重要な要因の1つとして頭に入れておくようにすること
が大切となってくるわけであるが，だからといって，マーケティングのそのほ
かの要因に回すことができないようになるくらいまで多額のマーケティング費
を流通業者向け販売促進に注ぎ込んでしまうようなことがあってはならないの
である。マーケティングの各種要因と流通業者向け販売促進との間の適切なバ
ランスを保つことができるようになれば，製造業者は，小売業者という顧客は
もちろんのこと，チャネルのほかのメンバーとの位置関係からみてより望まし
い位置を保ちながら，長期的な視点に立った，好ましい競争活動を展開してゆ
くことができるようになるのである。
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